
令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月05日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 131 社会福祉団体活動支援事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 福祉課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 昭和５６(1981)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 市補助金等交付規則、市障がい福祉サービス事業所運営費補助金交付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

みよし市社会福祉協議会を始め、社会福祉団体に補助 地域福祉の推進は、社会福祉団体の活動が不可欠であ
金を交付し、地域福祉の推進を図る。 るため、団体の活動に対し財政支援を行うことにより
 、団体の健全な運営を図るとともに団体が行う事業の
「ＳＤＧｓの取り組み：３，８,１０,１７」 活性化を図る。

社会福祉団体に補助金を交付した。
R3年度に実施した具体的な  
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指

令

標（事務事業の活動量

和

を表す指標）

社会福祉

 

団体に変化がないため

4

継続して実施 名称 単位

年

① 社会福祉団体補助金

度

申請数 件
変 化

②
内 

（

容

対象(この事業の対

3

象、範囲となる人、物

年

) (2)対象指標（対

度

象の大きさを表す指標

実

）

社会福祉団体 名称 単

施

位
 ① 社会福祉団体数

分

団体
②

目的(この事業

）

によって上記対象をど

事

のような状態にしたい

務

のか) (3)成果指標

事

（目的の達成度を示す

業

指標）

活発に社会福祉

目

活動をしてもらう。 名

的

称 単位
 ① 活発に社会

評

福祉活動ができた団体

価

数 団体
②

結果(上位基

表

本事業の意図) (4)

様

結果の成果指標（上位

式

基本事業の成果指標）

1

地域で支え合うまちづ

-

くりを展開してもらう

1

。 名称 単位
① ボランテ

記

ィア登録者数 人
② ボラ

入

ンティア団体数 団体

事

日

務事業の各種指標の実

令

績と見込及び目標

R2

和

年度 R3年度 R3年度

0

R4年度 R5年度 R6

4

年度 R7年度
指標 ＼

年

 年度 単位
実績値 計画

1

値 実績値 計画値 目標値

2

目標値 目標値
(1)の

月

① 件 15 16 15 16

0

16 16 16
活動指標

5

②
(2)の ① 団体 15

日

16 15 16 16 16

１

16
対象指標 ②
(3)

事

の ① 団体 15 16 15

務

16 16 16 16
成果

事

指標 ②
(4)の結果の

業

① 人 3,265 3,6

の

51 2,822 3,3

現

00 3,316 3,3

状

32 3,348
成果指

　

標 ② 団体 88 92 97

Ｐ

93 93 94 94
予算

Ｌ

費目 会計 01 一般会

Ａ

計 款 03 項 01 目 01

Ｎ

コスト 年度 R2年度 R

及

3年度 R3年度 R4年

び

度 R5年度 R6年度 R

Ｄ

7年度
実績値 計画値 実

Ｏ

績値 計画値 目標値 目標

事

値 目標値
事業費(決算

務

又は予算額)Ａ 単位 9

事

8,473 100,0

業

01 97,254 99

名

,952 99,820

N

100,040 100

o

,040

財
源
内
訳

 国

.

庫支出金 千円 0 0 0 0

1

0 0 0
 県支出金 千円

3

0 0 0 0 0 0 0
 地方

1

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

社

 その他 千円 0 0 0 0

会

0 0 0
 一般財源 千円

福

98,473 100,

祉

001 97,254 9

団

9,952 99,82

体

0 100,040 10

活

0,040
人件費Ｂ 千

動

円 6,547.2 4,

支

657.4 3,481

援

.9 4,657.4 4

事

,657.4 4,65

業

7.4 4,657.4

政

正職員従事時間×人数

策

時間×人 440× 4 3

こ

13× 4 312× 3 3

の

13× 4 313× 4 3

事

13× 4 313× 4
正

務

職員以外の人件費 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
その他

業

の費用Ｃ 千円 252 2

施

52 0 252 252 2

策

52 0
トータルコスト

の

A+B+C 千円 105

位

,272.2 104,

置

910.4 100,7

基

35.9 104,86

本

1.4 104,729

事

.4 104,949.

業

4 104,697.4

主

単位あたりコスト ① 千

管

円/団体 7,018.

課

1 6,556.9 6,

名

715.7 6,553

課

.8 6,545.6 6

長

,559.3 6,54

名

3.6
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

こ

ﾄ/(2)の対象指標

の

）② 千円/ 0 0 0 0 0

事

0 0

1

務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

りませ
■ ない

んか？

目

業

的に変化はないため。

名

事業進展等による環境

N

変化 □ ある
に伴い、目

o

的を見直す（目
その理

.

由
的の追加・拡充又は

1

絞込）

必要はありませ

3

んか？ ■ ない

有
効
性

団

1

体等を補助することに

社

より、団体の活動を活

会

性化させ、市の社会福

福

祉の向上
今以上に事業

祉

の成果を向上
を図る。

団

させる方法を記入して

体

下さ

い。 内　容
※(3

活

)の成果指標を向上さ

動

せる

　ことはできます

支

か？

計画通り達成でき

援

ている。
目的達成状況

事

内　容

□民間への一部

業

委託 □民間への全部委

２

託
市関与の必要性 □指

評

定管理 □補助金・負担

価

金助成 ■市の直営
内　

　

容
　（実施手法） 市か

Ｃ

らの補助金であるため

Ｈ

。

効
率
性

類似の事業が

Ｅ

ないため、統合は難し

Ｃ

い。また、補助は福祉

Ｋ

団体の活動継続に直
事

目

務事業の統廃合により

的

、
結するため、廃止も

妥

難しい。
事業の効率化

当

を図り、成果
内　容

を

性

向上させる方法を記入

こ

し

て下さい。

事務内容

の

を鑑みると、削減は難

事

しい。
現状より事業費

業

・人件費を

削減する方

の

法を記入して下

さい。

必

（仕様の変更、外部 内

要

　容
委託、従事時間の

性

削減等は

できないか？

は

)

公
平
性

各団体とも、

薄

補助率の範囲（補助限

れ

度額）内での
□ ある ■

て

現状で適正
受益者負担

得

はありますか？ 運営が

ら

できている。
また、受

れ

益者負担割合は適 ■ な

て

い □ 検討が必要 内　容

い

正ですか？
□ 受益者が

る

いない

３
改
革
改
善
案
　

い

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

各団体の

ま

会員数が伸び悩んでい

せ

る。 魅力ある活動への

ん

検討が必要である
事業

か

実施上の課題、住 。
民

。

・議会等からの意見 意

十

　見 対応策
と対応策

社

分

会福祉団体に補助金を

な

交付した。 特になし
R

成

4年度の事業計画は前

果

変　更
年度から変更・

が

追加は 前年度 ・
あるか

理

追　加

今後の事業・コ

　

スト・成果の方向性 今

由

後の事業の方向性、改

得

革・改善案
※今年度か

ら

らの具体的な事業の進

れ

め方、手段の見直し等

て

、各方向性の内容

　　

い

　　　　　　　□　拡

ま

大 今後、補助金の見直

す

し時には、団体等が活

か

動を縮小す
　　　　　

？

　　　　□　改善 るこ

得

とのないよう補助金の

ら

在り方を検討していく

れ

。
　　　　　　　　　

て

■　現状維持  
　　　

い

　　　　　　□　縮小

な

　　　　　　　　　□

い

　統合
　　　　　　　

事

　　□　完了
　　　　

業

　　　　　□　廃止・

進

休止
コストの方向性
　

展

　　　　　　　　→　

等

維持
成果の方向性
　　

に

　　　　　　　→　維

よ

持

2

る環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 131 社会福祉団体活動支援事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

補助金を交付することにより、団体活動の維持に寄与できて
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

いる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

現在活動中であるが会員数が伸び悩んでいる団体等を補助するこ

様

とに
事業進展等による

式

環境変化
□ ある より、

1

団体の活動を活性化さ

-

せ、市の社会福祉の向

2

上を図る。
に伴い、対

事

象を見直す（拡
その理

務

由
大・縮小）必要はあ



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月05日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 132 民生児童委員活動事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 福祉課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 昭和２２(1947)年１月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 民生委員法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

民生委員法で規定する民生児童委員協議会に対して支 地域福祉の増進を図る上で、その中心的役割を担う民
援を行う。 生委員・児童委員の活動を支援する必要がある。
 
「ＳＤＧｓの取り組み：３」

民生委員・児童委員に報償費を支給した。
R3年度に実施した具体的な 民生児童委員協議会の運営委員会、全員協議会及び３部会の運営事務、研修の企画
事業の方法、手順、指標に対す ・実施事務を行った。
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

地域社会の変化により、相談内容や職務

令

が多様化している 名称

和

単位
。 ① 民生委員・児

 

童委員の活動日数 日
変

4

 化
② 民生児童委員協

年

議会回数 回
内 容

対象

度

(この事業の対象、範

（

囲となる人、物) (2

3

)対象指標（対象の大

年

きさを表す指標）

民生

度

委員・児童委員 名称 単

実

位
① 民生委員・児童委

施

員数 人
②

目的(この事

分

業によって上記対象を

）

どのような状態にした

事

いのか) (3)成果指

務

標（目的の達成度を示

事

す指標）

地域の人から

業

の相談に専門知識を生

目

かして対応してもらう

的

。 名称 単位
① 民生委員

評

・児童委員の相談件数

価

件
②

結果(上位基本事

表

業の意図) (4)結果

様

の成果指標（上位基本

式

事業の成果指標）

福祉

1

に関する相談に専門的

-

な見地で対応してもら

1

う。 名称 単位
① 民生委

記

員・児童委員の相談件

入

数 件
②

事務事業の各種

日

指標の実績と見込及び

令

目標

R2年度 R3年度

和

R3年度 R4年度 R5

0

年度 R6年度 R7年度

4

指標 ＼ 年度 単位
実

年

績値 計画値 実績値 計画

1

値 目標値 目標値 目標値

2

(1)の ① 日 4,19

月

7 4,675 4,09

0

7 4,173 4,19

5

1 4,208 4,22

日

6
活動指標 ② 回 12 1

１

2 12 12 12 12 1

事

2
(2)の ① 人 70 7

務

0 70 70 70 70 7

事

0
対象指標 ②
(3)の

業

① 件 291 290 39

の

7 404 406 408

現

409
成果指標 ②

(4

状

)の結果の ① 件 291

　

290 397 404 4

Ｐ

06 408 409
成果

Ｌ

指標 ②
予算費目 会計 0

Ａ

1 一般会計 款 03 項

Ｎ

01 目 01

コスト 年度

及

R2年度 R3年度 R3

び

年度 R4年度 R5年度

Ｄ

R6年度 R7年度
実績

Ｏ

値 計画値 実績値 計画値

事

目標値 目標値 目標値
事

務

業費(決算又は予算額

事

)Ａ 単位 10,185

業

10,544 10,3

名

27 11,580 10

N

,636 11,470

o

10,746

財
源
内
訳

.

 国庫支出金 千円 0 0

1

0 0 0 0 0
 県支出金

3

千円 4,116 4,1

2

36 4,215 4,2

民

20 4,220 4,2

生

54 4,220
 地方

児

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

童

 その他 千円 0 0 0 0

委

0 0 0
 一般財源 千円

員

6,069 6,408

活

6,112 7,360

動

6,416 7,216

事

6,526
人件費Ｂ 千

業

円 1,116 2,23

政

2 2,232 2,23

策

2 2,232 2,23

こ

2 2,232
正職員従

の

事時間×人数 時間×人

事

300× 1 300× 2

務

300× 2 300× 2

事

300× 2 300× 2

業

300× 2
正職員以外

施

の人件費 千円 0 0 0 0

策

0 0 0
その他の費用Ｃ

の

千円 283 283 31

位

1 283 283 0 0
ト

置

ータルコストA+B+

基

C 千円 11,584 1

本

3,059 12,87

事

0 14,095 13,

業

151 13,702 1

主

2,978
単位あたり

管

コスト ① 千円/人 16

課

5.5 186.6 18

名

3.9 201.4 18

課

7.9 195.7 18

長

5.4
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

名

ﾄ/(2)の対象指標

こ

）② 千円/ 0 0 0 0 0

の

0 0

1

事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

。
事業進展等による環

業

境変化 □ ある
に伴い、

名

目的を見直す（目
その

N

理由
的の追加・拡充又

o

は絞込）

必要はありま

.

せんか？ ■ ない

有
効
性

1

定例の民生児童委員協

3

議会や研修会を通じ、

2

活動の充実を図る。
今

民

以上に事業の成果を向

生

上
民生委員・児童委員

児

の存在や、民生児童委

童

員協議会の活動を、市

委

民に広く周知
させる方

員

法を記入して下さ
する

活

。
い。 内　容
※(3)

動

の成果指標を向上させ

事

る

　ことはできますか

業

？

計画通り達成できて

２

いる。
目的達成状況 内

評

　容

□民間への一部委

価

託 ■民間への全部委託

　

市関与の必要性 □指定

Ｃ

管理 □補助金・負担金

Ｈ

助成 □市の直営
内　容

Ｅ

　（実施手法） 運営を

Ｃ

地域福祉の要である社

Ｋ

会福祉法人みよし市社

目

会福祉協議会に業務委

的

託す
る。

効
率
性

類似事

妥

業は見当たらない。
事

当

務事業の統廃合により

性

、

事業の効率化を図り

こ

、成果
内　容

を向上さ

の

せる方法を記入し

て下

事

さい。

運営を全部委託

業

する。
現状より事業費

の

・人件費を

削減する方

必

法を記入して下

さい。

要

（仕様の変更、外部 内

性

　容
委託、従事時間の

は

削減等は

できないか？

薄

)

公
平
性

直接的な受益

れ

者はいない。
□ ある □

て

現状で適正
受益者負担

得

はありますか？

また、

ら

受益者負担割合は適 □

れ

ない □ 検討が必要 内　

て

容
正ですか？

■ 受益者

い

がいない

３
改
革
改
善
案

る

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

地域社

い

会の変化により、相談

ま

内容や 活動内容の精査

せ

。
事業実施上の課題、

ん

住 対応が多様化してい

か

る。
民・議会等からの

。

意見 意　見 民生児童委

十

員の成り手が見つから

分

な 対応策
と対応策 い。

な

新型コロナ感染症対策

成

を考慮しなが 新型コロ

果

ナ感染症対策を考慮し

が

なが
R4年度の事業計

理

画は前 変　更
ら、活動

　

を再開していく。 ら、

由

活動を再開していく。

得

年度から変更・追加は

ら

前年度 ・
あるか 追　加

れ

今後の事業・コスト・

て

成果の方向性 今後の事

い

業の方向性、改革・改

ま

善案
※今年度からの具

す

体的な事業の進め方、

か

手段の見直し等、各方

？

向性の内容

　　　　　

得

　　　　□　拡大 新型

ら

コロナ感染症対策を考

れ

慮しながら、活動を再

て

開し
　　　　　　　　

い

　□　改善 ていく。
　

な

　　　　　　　　■　

い

現状維持
　　　　　　

事

　　　□　縮小
　　　

業

　　　　　　□　統合

進

　　　　　　　　　□

展

　完了
　　　　　　　

等

　　□　廃止・休止
コ

に

ストの方向性
　　　　

よ

　　　　　→　維持
成

る

果の方向性
　　　　　

環

　　　　→　維持

2

境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 132 民生児童委員活動事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

民生委員・児童委員の活動日数や相談件数は一定数あり、市
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

民の不安解消につながっている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直す必要はない。
事業進展等による環

様

境変化
□ ある

に伴い、

式

対象を見直す（拡
その

1

理由
大・縮小）必要は

-

ありませ
■ ない

んか？

2

環境の変化はあるが、

事

今後も地域の人からの

務

相談に対応してもらう



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月05日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 4307 総合福祉フェスタ開催事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 福祉課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 平成７(1995)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

総合福祉フェスタ事業を開催した。 保健、医療、福祉、生きがいの事業展示等を通じ、市
第１部　社会福祉大会 民に福祉施策の理解と周知を図る場として総合福祉フ
第２部　総合福祉フェスタ（保健フェスタ、医療フェ ェスタを開催していたが、令和２（2020)年度に在り
スタ、生きがいフェスタ、赤十字フェスタ） 方を検討し令和３(2021)年度から廃止することを決定
第３部　ふれあいコンサート した。
 
 「ＳＤＧｓの取り組み：３，１０」

市が主催する総合福祉フェスタ事業は廃止した。社会福祉協議会が主催する社会福
R3年度に実施

令

した具体的な 祉大会は

和

開催した。
事業の方法

 

、手順、指標に対す
る

4

成果等

事務事業を取り

年

巻く状況は過去と比べ

度

変化しているか (1)

（

活動指標（事務事業の

3

活動量を表す指標）

事

年

業を廃止した。 名称 単

度

位
① 総合フェスタ参加

実

団体数 団体
変 化

② 会

施

議開催回数 回
内 容

対

分

象(この事業の対象、

）

範囲となる人、物) (

事

2)対象指標（対象の

務

大きさを表す指標）

市

事

民 名称 単位
① 人口 人
②

業

目的(この事業によっ

目

て上記対象をどのよう

的

な状態にしたいのか)

評

(3)成果指標（目的

価

の達成度を示す指標）

表

健常者と障がい者がお

様

互いを理解してもらう

式

。 名称 単位
保険・医療

1

・福祉・生きがいの各

-

施策を理解してもらう

1

。 ① 施策を理解できた

記

という人数/来場者数

入

％
サービス等を利用し

日

健康維持・増進の一助

令

としてもらう。 ②

結果

和

(上位基本事業の意図

0

) (4)結果の成果指

4

標（上位基本事業の成

年

果指標）

障がい者福祉

1

に関する理解を深めて

2

もらう 名称 単位
① 総合

月

福祉フェスタの来場者

0

数 人
②

事務事業の各種

5

指標の実績と見込及び

日

目標

R2年度 R3年度

１

R3年度 R4年度 R5

事

年度 R6年度 R7年度

務

指標 ＼ 年度 単位
実

事

績値 計画値 実績値 計画

業

値 目標値 目標値 目標値

の

(1)の ① 団体 0 0 0

現

活動指標 ② 回 2 0 0
(

状

2)の ① 人 61,04

　

0 61,236 61,

Ｐ

236
対象指標 ②
(3

Ｌ

)の ① ％ 0 0 0
成果指

Ａ

標 ②
(4)の結果の ①

Ｎ

人 0 0 0
成果指標 ②

予

及

算費目 会計 01 一般

び

会計 款 03 項 01 目 0

Ｄ

1

コスト 年度 R2年度

Ｏ

R3年度 R3年度 R4

事

年度 R5年度 R6年度

務

R7年度
実績値 計画値

事

実績値 計画値 目標値 目

業

標値 目標値
事業費(決

名

算又は予算額)Ａ 単位

N

0 3,001 0 0 0 0

o

0

財
源
内
訳

 国庫支出

.

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

4

 県支出金 千円 0 0 0

3

0 0 0 0
 地方債 千円

0

0 0 0 0 0 0 0
 その

7

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

総

 一般財源 千円 0 3,

合

001 0 0 0 0 0
人件

福

費Ｂ 千円 2,604 3

祉

72 55.8 0 0 0 0

フ

正職員従事時間×人数

ェ

時間×人 350× 2 1

ス

00× 1 15× 1 0×

タ

0 0× 0 0× 0 0× 0

開

正職員以外の人件費 千

催

円 0 0 0 0 0 0 0
その

事

他の費用Ｃ 千円 283

業

283 0 0 0 0 0
トー

政

タルコストA+B+C

策

千円 2,887 3,6

こ

56 55.8 0 0 0 0

の

単位あたりコスト ① 千

事

円/人 0 0.1 0 0 0

務

0 0
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

事

/(2)の対象指標）

業

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

施

0

1

策
の位置

基本事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

展等による環境変化
□

業

ある 見直さない。
に伴

名

い、対象を見直す（拡

N

その理由
大・縮小）必

o

要はありませ
■ ない

ん

.

か？

令和３(2021

4

)年度以降は総合福祉

3

フェスタを開催しない

0

ため、目的を
事業進展

7

等による環境変化 □ あ

総

る
見直さない。

に伴い

合

、目的を見直す（目
そ

福

の理由
的の追加・拡充

祉

又は絞込）

必要はあり

フ

ませんか？ ■ ない

有
効

ェ

性

総合福祉フェスタを

ス

開催しないため、今以

タ

上の成果の向上は難し

開

い。
今以上に事業の成

催

果を向上

させる方法を

事

記入して下さ

い。 内　

業

容
※(3)の成果指標

２

を向上させる

　ことは

評

できますか？

当初の目

価

的は達成している。
目

　

的達成状況 内　容

□民

Ｃ

間への一部委託 □民間

Ｈ

への全部委託
市関与の

Ｅ

必要性 □指定管理 ■補

Ｃ

助金・負担金助成 □市

Ｋ

の直営
内　容

　（実施

目

手法） 市の関与が必要

的

効
率
性

総合福祉フェス

妥

タを開催しないため、

当

事務事業は統廃合では

性

なく廃止する。
事務事

こ

業の統廃合により、

事

の

業の効率化を図り、成

事

果
内　容

を向上させる

業

方法を記入し

て下さい

の

。

総合福祉フェスタを

必

開催しないため、事業

要

費、人件費は減少する

性

。
現状より事業費・人

は

件費を

削減する方法を

薄

記入して下

さい。（仕

れ

様の変更、外部 内　容

て

委託、従事時間の削減

得

等は

できないか？)

公

ら

平
性

直接的な受益者は

れ

いない。
□ ある □ 現状

て

で適正
受益者負担はあ

い

りますか？

また、受益

る

者負担割合は適 □ ない

い

□ 検討が必要 内　容
正

ま

ですか？
■ 受益者がい

せ

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

ん

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

総合福祉フ

か

ェスタを廃止したこと

。

に みよし市の福祉事業

十

の啓発活動を各
事業実

分

施上の課題、住 より、

な

福祉事業の啓発活動の

成

場が無 々の事業所で行

果

っていく。
民・議会等

が

からの意見 意　見 くな

理

った。 対応策
と対応策

　

総合福祉フェスタの廃

由

止 総合福祉フェスタの

得

廃止
R4年度の事業計

ら

画は前 変　更
年度から

れ

変更・追加は 前年度 ・

て

あるか 追　加

今後の事

い

業・コスト・成果の方

ま

向性 今後の事業の方向

す

性、改革・改善案
※今

か

年度からの具体的な事

？

業の進め方、手段の見

得

直し等、各方向性の内

ら

容

　　　　　　　　　

れ

□　拡大 みよし市の福

て

祉事業の啓発活動を各

い

々の事業所で行っ
　　

な

　　　　　　　□　改

い

善 ていく。
　　　　　

事

　　　　□　現状維持

業

　　　　　　　　　□

進

　縮小
　　　　　　　

展

　　□　統合
　　　　

等

　　　　　□　完了
　

に

　　　　　　　　■　

よ

廃止・休止
コストの方

る

向性
　　　　　　　　

環

　→　維持
成果の方向

境

性
　　　　　　　　　

変

↓　減少

2

化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 4307 総合福祉フェスタ開催事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

総合福祉フェスタは、長年、同様の内容で実施されてきてお
この事業の必要性は薄れて □ 得られている

り、協力機関・団体も来場者も顔ぶれがほとんど変わらず、
いませんか。十分な成果が 理　由

また当初の目的を達成した感もあるため、昨

様

今は十分は成果
得られ

式

ていますか？ ■ 得られ

1

ていない
を得らえてい

-

ない。
令和３(202

2

1)年度以降は総合福

事

祉フェスタを開催しな

務

いため、対象を
事業進



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月05日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 134 生活困窮者自立支援事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 福祉課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 平成２７(2015)年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 生活困窮者自立支援法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

生活困窮者の把握、相談を行い、困窮状態から脱出で 生活保護世帯が年々増加してきており、これ以上増加
きるよう支援を行う。 させないよう、平成25(2013)年12月、生活困窮者自立
 支援法が成立し、平成27(2015)年４月から全ての福祉
「ＳＤＧｓの取り組み：1,3,4,10」 事務所設置自治体で生活困窮者自立相談支援事業を実

施しなくてはならなくなった。
また、コロナウイルス感染拡大の影響により生活に困
窮する方が増加し、相談は増加する見込みである。

①生活困窮者の就労その他自立に関する相談支援

令

や対象者が抱える課題

和

の評価・分
R3年度に

 

実施した具体的な 析を

4

行い、その結果を踏ま

年

えた自立支援計画の作

度

成を行う。
事業の方法

（

、手順、指標に対す ②

3

離職者であって就労能

年

力及び就労意欲のある

度

者のうち、住宅を喪失

実

している者又
る成果等

施

は喪失するおそれのあ

分

る者に対し、家賃相当

）

の給付金を支給する。

事

事務事業を取り巻く状

務

況は過去と比べ変化し

事

ているか (1)活動指

業

標（事務事業の活動量

目

を表す指標）

一時生活

的

支援事業、子どもの学

評

習支援事業等の任意事

価

業の 名称 単位
取組が重

表

要視され、愛知県から

様

も求められている。 ①

式

相談日数 日
変 化

②
内

1

 容

対象(この事業の

-

対象、範囲となる人、

1

物) (2)対象指標（

記

対象の大きさを表す指

入

標）

①生活困窮者（現

日

に経済的に困窮し、最

令

低限度の生活を維持す

和

る 名称 単位
ことができ

0

なくなるおそれのある

4

者） ① 相談件数 件
②失

年

業者、住居を失うおそ

1

れのある者 ② 住居確保

2

給付金支給者数 人

目的

月

(この事業によって上

0

記対象をどのような状

5

態にしたいのか) (3

日

)成果指標（目的の達

１

成度を示す指標）

①生

事

活保護に至る前の段階

務

から早期に支援を行う

事

ことにより、生 名称 単

業

位
活困窮状態から早期

の

自立を図る。 ① プラン

現

作成件数 件
②住宅及び

状

就労機会の確保に向け

　

た支援を行う。 ② 住居

Ｐ

確保給付金支給世帯数

Ｌ

世帯

結果(上位基本事

Ａ

業の意図) (4)結果

Ｎ

の成果指標（上位基本

及

事業の成果指標）

市民

び

へ生活支援をする。 名

Ｄ

称 単位
① 解決が図れた

Ｏ

人 人
②

事務事業の各種

事

指標の実績と見込及び

務

目標

R2年度 R3年度

事

R3年度 R4年度 R5

業

年度 R6年度 R7年度

名

指標 ＼ 年度 単位
実

N

績値 計画値 実績値 計画

o

値 目標値 目標値 目標値

.

(1)の ① 日 243 2

1

40 242 240 24

3

0 240 340
活動指

4

標 ②
(2)の ① 件 29

生

1 80 228 200 2

活

00 200 200
対象

困

指標 ② 人 47 20 40

窮

10 1 1 1
(3)の ①

者

件 17 20 14 20 2

自

0 20 20
成果指標 ②

立

世帯 47 20 40 1 1

支

1 1
(4)の結果の ①

援

人 30 20 6 10 10

事

10 10
成果指標 ②

予

業

算費目 会計 01 一般

政

会計 款 03 項 01 目 0

策

1

コスト 年度 R2年度

こ

R3年度 R3年度 R4

の

年度 R5年度 R6年度

事

R7年度
実績値 計画値

務

実績値 計画値 目標値 目

事

標値 目標値
事業費(決

業

算又は予算額)Ａ 単位

施

24,457 29,6

策

21 29,946 22

の

,397 24,056

位

22,178 22,1

置

12

財
源
内
訳

 国庫支

基

出金 千円 4,534 2

本

0,372 24,77

事

6 14,897 16,

業

230 14,804 1

主

4,772
 県支出金

管

千円 0 0 1,499 1

課

,059 1,059 1

名

,059 1,059
 

課

地方債 千円 0 0 0 0 0

長

0 0
 その他 千円 0 0

名

0 0 0 0 0
 一般財源

こ

千円 19,923 9,

の

249 3,671 6,

事

441 6,767 6,

務

315 6,281
人件

事

費Ｂ 千円 7,254 7

業

,254 6,606.

の

7 7,254 7,25

開

4 7,254 7,25

始

4
正職員従事時間×人

時

数 時間×人 650× 3

期

650× 3 444× 4

事

650× 3 650× 3

務

650× 3 650× 3

区

正職員以外の人件費 千

分

円 0 0 0 0 0 0 0
その

法

他の費用Ｃ 千円 0 0 0

定

0 0 0 0
トータルコス

受

トA+B+C 千円 31

託

,711 36,875

事

36,552.7 29

務

,651 31,310

自

29,432 29,3

治

66
単位あたりコスト

事

① 千円/件 109 46

務

0.9 160.3 14

こ

8.3 156.6 14

の

7.2 146.8
（ﾄ

事

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

務

の対象指標）② 千円/

事

人 674.7 1,84

業

3.8 913.8 2,

の

965.1 31,31

根

0 29,432 29,

拠

366

1

法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

□ ある
に伴い、目的を

業

見直す（目
その理由

的

名

の追加・拡充又は絞込

N

）

必要はありませんか

o

？ ■ ない

有
効
性

庁内を

.

はじめ、学校、事業所

1

、行政区等多方面に当

3

該事業のＰＲを行うこ

4

とで
今以上に事業の成

生

果を向上
、生活困窮者

活

を早期に把握する。
さ

困

せる方法を記入して下

窮

さ

い。 内　容
※(3)

者

の成果指標を向上させ

自

る

　ことはできますか

立

？

目的を達成できてい

支

る。
目的達成状況 内　

援

容

□民間への一部委託

事

■民間への全部委託
市

業

関与の必要性 □指定管

２

理 □補助金・負担金助

評

成 □市の直営
内　容

　

価

（実施手法） 委託が適

　

正。

効
率
性

事業内容を

Ｃ

鑑みると、統廃合によ

Ｈ

る事業の効率化又は成

Ｅ

果の向上は難しい。
事

Ｃ

務事業の統廃合により

Ｋ

、

事業の効率化を図り

目

、成果
内　容

を向上さ

的

せる方法を記入し

て下

妥

さい。

事務内容を鑑み

当

ると、削減は難しい。

性

現状より事業費・人件

こ

費を

削減する方法を記

の

入して下

さい。（仕様

事

の変更、外部 内　容
委

業

託、従事時間の削減等

の

は

できないか？)

公
平

必

性

困窮者相談等に受益

要

者負担がないのが適正

性

□ ある ■ 現状で適正
受

は

益者負担はありますか

薄

？

また、受益者負担割

れ

合は適 ■ ない □ 検討が

て

必要 内　容
正ですか？

得

□ 受益者がいない

３
改

ら

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

れ

Ｎ

ひきこもりや精神疾

て

患を患う生活困 アウト

い

リーチを実施し、家庭

る

状況等
事業実施上の課

い

題、住 窮者が増加傾向

ま

にあり、また家庭環 を

せ

把握した上で相談者に

ん

適した対応
民・議会等

か

からの意見 意　見 境が

。

複雑な場合が増え、ケ

十

ース対応 対応策 を行う

分

。
と対応策 が困難化し

な

ている傾向にある。

生

成

活困窮者相談支援を実

果

施。 新型コロナウイル

が

ス感染症生活困窮
R4

理

年度の事業計画は前 変

　

　更
者自立支援金支給

由

事業を実施
年度から変

得

更・追加は 前年度 ・
あ

ら

るか 追　加

今後の事業

れ

・コスト・成果の方向

て

性 今後の事業の方向性

い

、改革・改善案
※今年

ま

度からの具体的な事業

す

の進め方、手段の見直

か

し等、各方向性の内容

？

　　　　　　　　　□

得

　拡大 支援業務を委託

ら

業務とし、より専門的

れ

・効果的な支援
　　　

て

　　　　　　□　改善

い

を行う体制が整ったた

な

め、生活困窮者の早期

い

把握方法
　　　　　　

事

　　　■　現状維持 に

業

ついて検討し、利用者

進

増に努める。
　　　　

展

　　　　　□　縮小  

等

　　　　　　　　　□

に

　統合
　　　　　　　

よ

　　□　完了
　　　　

る

　　　　　□　廃止・

環

休止
コストの方向性
　

境

　　　　　　　　→　

変

維持
成果の方向性
　　

化

　　　　　　　↑　増

あ

加

2

る
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 134 生活困窮者自立支援事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

生活困窮者への相談支援が必要とされている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると環境変化に伴って、対象は左右されない
事業進展等による環境変化

様

□ ある
に伴い、対象を

式

見直す（拡
その理由

大

1

・縮小）必要はありま

-

せ
■ ない

んか？

生活困

2

窮者の自立支援という

事

目的に変化はなし
事業

務

進展等による環境変化



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 153 在日外国人福祉給付金支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 深谷　文雄
この事務事業の開始時期 平成6(1994)年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市在日外国人福祉給付金支給条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

日本に在留する外国人で、国民年金の給付を受けるこ みよし市在日外国人福祉給付金支給条例に基づき支給
とができないものに対して、在日外国人高齢者福祉給 を行う。
付金を支給することにより、当該外国人の福祉の増進
を図ることを目的とする。
国民年金に加入することができなかった当該外国人に
、月額10,000円を給付する。
 
【ＳＤＧｓの取組：３】

大正15(1926)年4月1日以前に生まれた在日外国人で、年金を受給していない人に、
R3年度に実施した具体的な ４月、８月、12月

令

の３期にそれぞれの月

和

の前月までを支払う。

 

事業の方法、手順、指

4

標に対す Ｒ３年度は実

年

績なしであった。
る成

度

果等

事務事業を取り巻

（

く状況は過去と比べ変

3

化しているか (1)活

年

動指標（事務事業の活

度

動量を表す指標）

対象

実

者の高齢化 名称 単位
①

施

在日外国人福祉給付金

分

受給者 人
変 化

②
内 

）

容

対象(この事業の対

事

象、範囲となる人、物

務

) (2)対象指標（対

事

象の大きさを表す指標

業

）

大正15(1926

目

)年4月1日以前に生

的

まれた在日外国人で、

評

年金を受給 名称 単位
し

価

ていない人 ① 在日外国

表

人福祉給付金受給者 人

様

②
目的(この事業によ

式

って上記対象をどのよ

1

うな状態にしたいのか

-

) (3)成果指標（目

1

的の達成度を示す指標

記

）

在日外国人福祉給付

入

金を受給する 名称 単位

日

① 在日外国人福祉給付

令

金申請者 人
②

結果(上

和

位基本事業の意図) (

0

4)結果の成果指標（

4

上位基本事業の成果指

年

標）

安心して住み慣れ

1

た地域で生活してもら

2

う 名称 単位
① 在日外国

月

人福祉給付金受給者 人

0

②

事務事業の各種指標

8

の実績と見込及び目標

日

R2年度 R3年度 R3

１

年度 R4年度 R5年度

事

R6年度 R7年度
指標

務

 ＼ 年度 単位
実績値

事

計画値 実績値 計画値 目

業

標値 目標値 目標値
(1

の

)の ① 人 0 1 0 1 1 1

現

1
活動指標 ②
(2)の

状

① 人 0 1 0 1 1 1 1
対

　

象指標 ②
(3)の ① 人

Ｐ

0 1 0 1 1 1 1
成果指

Ｌ

標 ②
(4)の結果の ①

Ａ

人 0 1 0 1 1 1 1
成果

Ｎ

指標 ②
予算費目 会計 0

及

1 一般会計 款 03 項

び

01 目 06

コスト 年度

Ｄ

R2年度 R3年度 R3

Ｏ

年度 R4年度 R5年度

事

R6年度 R7年度
実績

務

値 計画値 実績値 計画値

事

目標値 目標値 目標値
事

業

業費(決算又は予算額

名

)Ａ 単位 0 50 0 50

N

50 50 50

財
源
内
訳

o

 国庫支出金 千円 0 0

.

0 0 0 0 0
 県支出金

1

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

5

地方債 千円 0 0 0 0 0

3

0 0
 その他 千円 0 0

在

0 0 0 0 0
 一般財源

日

千円 0 50 0 50 50

外

50 50
人件費Ｂ 千円

国

0 18.6 18.6 1

人

8.6 18.6 18.

福

6 18.6
正職員従事

祉

時間×人数 時間×人 0

給

× 0 5× 1 5× 1 5×

付

1 5× 1 5× 1 5× 1

金

正職員以外の人件費 千

支

円 0 0 0 0 0 0 0
その

給

他の費用Ｃ 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
トータルコス

業

トA+B+C 千円 0 6

政

8.6 18.6 68.

策

6 68.6 68.6 6

こ

8.6
単位あたりコス

の

ト ① 千円/人 0 68.

事

6 0 68.6 68.6

務

68.6 68.6
（ﾄ

事

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

業

の対象指標）② 千円/

施

0 0 0 0 0 0 0

1

策
の位置

基本事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

直す（拡
その理由

大・

業

縮小）必要はありませ

名

■ ない
んか？

国民年金

N

に加入することができ

o

なかった在日外国人に

.

対する救済措置
事業進

1

展等による環境変化 □

5

ある
なので、見直す必

3

要はない。
に伴い、目

在

的を見直す（目
その理

日

由
的の追加・拡充又は

外

絞込）

必要はありませ

国

んか？ ■ ない

有
効
性

実

人

績がないため、事業の

福

成果を向上させる必要

祉

性がない。
今以上に事

給

業の成果を向上

させる

付

方法を記入して下さ

い

金

。 内　容
※(3)の成

支

果指標を向上させる

　

給

ことはできますか？

受

事

給要件に該当する対象

業

者がいない。
目的達成

２

状況 内　容

□民間への

評

一部委託 □民間への全

価

部委託
市関与の必要性

　

□指定管理 □補助金・

Ｃ

負担金助成 ■市の直営

Ｈ

内　容
　（実施手法）

Ｅ

給付金

効
率
性

他の事業

Ｃ

と統合し、成果を向上

Ｋ

させることができない

目

。
事務事業の統廃合に

的

より、

事業の効率化を

妥

図り、成果
内　容

を向

当

上させる方法を記入し

性

て下さい。

事業の性質

こ

上、事業費は削減でき

の

ない。
現状より事業費

事

・人件費を

削減する方

業

法を記入して下

さい。

の

（仕様の変更、外部 内

必

　容
委託、従事時間の

要

削減等は

できないか？

性

)

公
平
性

給付金を受給

は

するのみのため
□ ある

薄

■ 現状で適正
受益者負

れ

担はありますか？

また

て

、受益者負担割合は適

得

■ ない □ 検討が必要 内

ら

　容
正ですか？

□ 受益

れ

者がいない

３
改
革
改
善

て

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

対象

い

者の高齢化に伴い、事

る

業廃止の 他市町の状況

い

を注視しながら、事業

ま

事業実施上の課題、住

せ

時期について検討して

ん

いく必要があ 廃止の時

か

期を検討する。
民・議

。

会等からの意見 意　見

十

る。 対応策
と対応策

大

分

正15(1926)年

な

4月1日以前に生まれ

成

継続して実施するため

果

、前年度と同
R4年度

が

の事業計画は前 変　更

理

た在日外国人で年金を

　

受給していな 様・同規

由

模で実施。
年度から変

得

更・追加は 前年度 ・
い

ら

人に給付金を支給。（

れ

実績なし）
あるか 追　

て

加

今後の事業・コスト

い

・成果の方向性 今後の

ま

事業の方向性、改革・

す

改善案
※今年度からの

か

具体的な事業の進め方

？

、手段の見直し等、各

得

方向性の内容

　　　　

ら

　　　　　□　拡大 今

れ

後も継続して給付する

て

が、事業の廃止時期に

い

ついて
　　　　　　　

な

　　□　改善 、検討し

い

ていく。
　　　　　　

事

　　　■　現状維持
　

業

　　　　　　　　□　

進

縮小
　　　　　　　　

展

　□　統合
　　　　　

等

　　　　□　完了
　　

に

　　　　　　　□　廃

よ

止・休止
コストの方向

る

性
　　　　　　　　　

環

→　維持
成果の方向性

境

　　　　　　　　　→

変

　維持

2

化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 153 在日外国人福祉給付金支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

受給要件に該当する対象者がいないが、国民年金に加入する
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ことができなかった在日外国人に対する救済措置のため必要
いませんか。十分な成果が 理　由

である。
得られていますか？ □ 得られて

様

いない

国民年金に加入

式

することができなかっ

1

た在日外国人に対する

-

救済措置
事業進展等に

2

よる環境変化
□ ある な

事

ので、見直す必要はな

務

い。
に伴い、対象を見



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月05日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 150 生活保護総務事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 福祉課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 平成22(2010)年1月4日 事務区分 ■法定受託事務 □自治事務
この事務事業の根拠法令 生活保護法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

生活保護は、生活困窮状態にある者が、その利用しう 生活保護に係る事務は、福祉事務所を管理しない町村
る資産、能力、その他あらゆるものを最低限度の生活 においては、その町村を統括する都道府県知事がその
に活用するとともに、民法に定められる扶養義務者の 事務を行う。
扶養及び他の法律に定める扶助によってもなお、最低 このため、平成22(2010)年１月３日までは愛知県（豊
生活が営めない場合に困窮の程度に応じた援助を行う 田加茂福祉事務所）が生活保護事務の実施機関となり
。 、平成22(2010)年１月４日以降は、みよし市福

令

祉事務
この生活保護総

和

務事業は、生活保護法

 

に基く生活困窮 所が生

4

活保護事務の実施機関

年

となって、生活保護の

度

決
者等の自立支援及び

（

給付事務を行うための

3

経費等であ 定、扶助費

年

の給付、自立への指導

度

を行っている。
る。  

実

「ＳＤＧｓの取り組み

施

：1,3」
①生活保護

分

の医療扶助分について

）

、嘱託医による審査を

事

行うとともに、診療報

務

報酬
R3年度に実施し

事

た具体的な 明細書の点

業

検業務を行う。
事業の

目

方法、手順、指標に対

的

す ②生活保護に必要な

評

調査（資産調査、扶養

価

調査など）を行う。
る

表

成果等 ③生活保護に係

様

る研修や会議に出席す

式

る。

事務事業を取り巻

1

く状況は過去と比べ変

-

化しているか (1)活

1

動指標（事務事業の活

記

動量を表す指標）

生活

入

困窮者自立支援制度の

日

開始及び新型コロナウ

令

イルス感 名称 単位
染拡

和

大の影響により、生活

0

保護の相談や申請が増

4

加する見 ① 新規生活保

年

護受給世帯数 世帯
変 

1

化
込みである。 ② 新規

2

社会福祉主事資格取得

月

者数 人
内 容

対象(こ

0

の事業の対象、範囲と

5

なる人、物) (2)対

日

象指標（対象の大きさ

１

を表す指標）

①生活困

事

窮者 名称 単位
②職員 ①

務

生活保護受給者数（各

事

年３月分） 人
② 生活保

業

護担当職員数（査察指

の

導員以下） 人

目的(こ

現

の事業によって上記対

状

象をどのような状態に

　

したいのか) (3)成

Ｐ

果指標（目的の達成度

Ｌ

を示す指標）

①経済的

Ａ

な生活困窮者が困窮の

Ｎ

程度に応じ、最低限の

及

生活を営め 名称 単位
る

び

ようにする。 ① 生活保

Ｄ

護受給世帯数（各年３

Ｏ

月分） 世帯
②ケース毎

事

に適切なケースワーク

務

ができるようになる。

事

② 生活に困窮した人の

業

相談件数 件

結果(上位

名

基本事業の意図) (4

N

)結果の成果指標（上

o

位基本事業の成果指標

.

）

市民へ生活支援する

1

。 名称 単位
① 生活保護

5

受給世帯数（各年３月

0

分） 世帯
②

事務事業の

生

各種指標の実績と見込

活

及び目標

R2年度 R3

保

年度 R3年度 R4年度

護

R5年度 R6年度 R7

総

年度
指標 ＼ 年度 単

務

位
実績値 計画値 実績値

事

計画値 目標値 目標値 目

業

標値
(1)の ① 世帯 3

政

3 30 26 30 30 3

策

0 30
活動指標 ② 人 1

こ

1 1 1 1 1 1
(2)の

の

① 人 141 136 15

事

0 152 154 156

務

158
対象指標 ② 人 7

事

7 7 7 7 7 7
(3)の

業

① 世帯 123 120 1

施

29 130 131 13

策

2 133
成果指標 ② 件

の

291 170 228 2

位

00 200 200 20

置

0
(4)の結果の ① 世

基

帯 123 120 129

本

130 131 132 1

事

33
成果指標 ②

予算費

業

目 会計 01 一般会計

主

款 03 項 03 目 01

コ

管

スト 年度 R2年度 R3

課

年度 R3年度 R4年度

名

R5年度 R6年度 R7

課

年度
実績値 計画値 実績

長

値 計画値 目標値 目標値

名

目標値
事業費(決算又

こ

は予算額)Ａ 単位 9,

の

014 3,691 10

事

,629 3,578 3

務

,406 3,388 3

事

,388

財
源
内
訳

 国

業

庫支出金 千円 0 235

の

207 81 88 88 8

開

8
 県支出金 千円 8 8

始

2 1 1 1 1
 地方債 千

時

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

期

の他 千円 0 20 18 2

事

0 20 20 20
 一般

務

財源 千円 9,006 3

区

,428 10,402

分

3,476 3,297

法

3,279 3,279

定

人件費Ｂ 千円 12,9

受

75.2 12,975

託

.2 11,160 12

事

,975.2 12,9

務

75.2 10,639

自

.2 10,639.2

治

正職員従事時間×人数

事

時間×人 572× 5 5

務

72× 5 600× 5 5

こ

72× 5 572× 5 5

の

72× 5 572× 5
正

事

職員以外の人件費 千円

務

2,336 2,336

事

0 2,336 2,33

業

6 0 0
その他の費用Ｃ

の

千円 855 855 0 8

根

55 855 0 0
トータ

拠

ルコストA+B+C 千

法

円 22,844.2 1

令

7,521.2 21,

事

789 17,408.

業

2 17,236.2 1

の

4,027.2 14,

概

027.2
単位あたり

要

コスト ① 千円/人 16

現

2 128.8 145.

在

3 114.5 111.

の

9 89.9 88.8
（

状

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

況

)の対象指標）② 千円

と

/人 3,263.5 2

こ

,503 3,112.

の

7 2,486.9 2,

事

462.3 2,003

務

.9 2,003.9

1

事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

、目的を見直す（目
そ

業

の理由
的の追加・拡充

名

又は絞込）

必要はあり

N

ませんか？ ■ ない

有
効

o

性

積極的に就労支援、

.

生活指導を行い、家計

1

収入、支出を見直し、

5

自分自身で生
今以上に

0

事業の成果を向上
活し

生

ていけるよう支援する

活

。
させる方法を記入し

保

て下さ

い。 内　容
※(

護

3)の成果指標を向上

総

させる

　ことはできま

務

すか？

達成
目的達成状

事

況 内　容

■民間への一

業

部委託 □民間への全部

２

委託
市関与の必要性 □

評

指定管理 □補助金・負

価

担金助成 □市の直営
内

　

　容
　（実施手法） 市

Ｃ

の関与は必要

効
率
性

類

Ｈ

似する事業がないため

Ｅ

統合できない。
事務事

Ｃ

業の統廃合により、

事

Ｋ

業の効率化を図り、成

目

果
内　容

を向上させる

的

方法を記入し

て下さい

妥

。

事務内容を鑑みると

当

、削減は難しい。
現状

性

より事業費・人件費を

こ

削減する方法を記入し

の

て下

さい。（仕様の変

事

更、外部 内　容
委託、

業

従事時間の削減等は

で

の

きないか？)

公
平
性

適

必

正
□ ある ■ 現状で適正

要

受益者負担はあります

性

か？

また、受益者負担

は

割合は適 ■ ない □ 検討

薄

が必要 内　容
正ですか

れ

？
□ 受益者がいない

３

て

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

得

Ｏ
Ｎ

市民生活が多様化

ら

しており、生活保 事務

れ

の進行管理と経理のチ

て

ェック体
事業実施上の

い

課題、住 護受給者もケ

る

ースごとに異なる多様

い

制を整える。
民・議会

ま

等からの意見 意　見 な

せ

相談が増加してきてい

ん

る。 対応策
と対応策 不

か

正受給を防止し、適正

。

に支出する
ようにする

十

。
今後、超高齢化社会

分

を迎え、収入の 扶養照

な

会や課税調査を実施し

成

、適正
R4年度の事業

果

計画は前 変　更
ない高

が

齢者や扶養を見込めな

理

い高齢 な保護を実施す

　

る。
年度から変更・追

由

加は 前年度 ・
者が増加

得

し、要保護者の増加が

ら

見込
あるか 追　加

まれ

れ

る。

今後の事業・コス

て

ト・成果の方向性 今後

い

の事業の方向性、改革

ま

・改善案
※今年度から

す

の具体的な事業の進め

か

方、手段の見直し等、

？

各方向性の内容

　　　

得

　　　　　　□　拡大

ら

景気や住民の動向によ

れ

るところが大きいが、

て

不要な事
　　　　　　

い

　　　□　改善 業費拡

な

大につながることのな

い

いよう適正な援助に努

事

め
　　　　　　　　　

業

■　現状維持 る必要が

進

ある。
　　　　　　　

展

　　□　縮小 生活困窮

等

者支援事業が平成27

に

(2015)年度から

よ

開始され
　　　　　　

る

　　　□　統合 、生活

環

保護に陥る前から支援

境

していくことにより、

変

今
　　　　　　　　　

化

□　完了 まで支援でき

あ

なかった人たちにも支

る

援の輪を広げてい
　　

に

　　　　　　　□　廃

伴

止・休止 く。
コストの

い

方向性
　　　　　　　

、

　　→　維持
成果の方

対

向性
　　　　　　　　

象

　→　維持

2

を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 150 生活保護総務事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

最低限度の生活を保障するために必要
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

法定受託事務であり生活保護法の改正にあわせ対象は変化するため
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対

様

象を見直す（拡
その理

式

由
大・縮小）必要はあ

1

りませ
■ ない

んか？

生

-

活保護法に基づき、目

2

的が定められているか

事

ら。
事業進展等による

務

環境変化 □ ある
に伴い



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月05日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 151 生活保護扶助事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 福祉課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 平成22(2010)年1月4日 事務区分 ■法定受託事務 □自治事務
この事務事業の根拠法令 生活保護法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

生活困窮状態にある者が、その利用し得る資産、能力 平成22(2010)年１月４日の市制施行とともに、みよし
、その他あらゆるものを最低限度の生活に活用すると 市福祉事務所を設置し、生活保護の決定、扶助費の給
ともに、民法に定める扶養義務者の扶養及び他の法律 付、自立への指導等を行っている。
に定める扶助によってもなお、最低生活が営めない場
合に困窮の程度に応じた援助を行う。
 
「ＳＤＧｓの取り組み：1,3」

(1)【生活保護】生活保護を決定した世帯に対し、国の基準に基づき、最低生活に
R3年度に実施した具体的な 必要な扶

令

助費を毎月または随時

和

支給する。（財源内訳

 

）①国庫負担3/4 

4

②県費負担
事業の方法

年

、手順、指標に対す 1

度

/4（生活保護法第7

（

3条該当分のみ）③市

3

負担1/4（生活保護

年

法第73条該当分以外

度

）
る成果等 (2)【中

実

国残留邦人支援】永住

施

帰国した者の自立の支

分

援給付等を行う。

事務

）

事業を取り巻く状況は

事

過去と比べ変化してい

務

るか (1)活動指標（

事

事務事業の活動量を表

業

す指標）

生活困窮者自

目

立支援制度の開始及び

的

新型コロナウイルス感

評

名称 単位
染拡大の影響

価

により、生活保護の相

表

談や申請が増加する見

様

① 生活保護受給世帯数

式

（各年３月分） 世帯
変

1

 化
込みである。 ② 生

-

活保護費支給回数 月
内

1

 容

対象(この事業の

記

対象、範囲となる人、

入

物) (2)対象指標（

日

対象の大きさを表す指

令

標）

①生活困窮者 名称

和

単位
②中国残留邦人 ①

0

生活保護受給者数（各

4

年３月分） 人
② 中国残

年

留邦人支援者数（各年

1

３月分） 人

目的(この

2

事業によって上記対象

月

をどのような状態にし

0

たいのか) (3)成果

5

指標（目的の達成度を

日

示す指標）

①②経済的

１

な生活困窮者が最低限

事

の生活を営めるように

務

する。 名称 単位
① 生活

事

保護受給世帯数（各年

業

３月分） 世帯
② 中国残

の

留邦人支援世帯数（各

現

年３月分） 世帯

結果(

状

上位基本事業の意図)

　

(4)結果の成果指標

Ｐ

（上位基本事業の成果

Ｌ

指標）

市民へ生活支援

Ａ

する。 名称 単位
① 生活

Ｎ

保護受給世帯数（各年

及

３月分） 世帯
②

事務事

び

業の各種指標の実績と

Ｄ

見込及び目標

R2年度

Ｏ

R3年度 R3年度 R4

事

年度 R5年度 R6年度

務

R7年度
指標 ＼ 年

事

度 単位
実績値 計画値 実

業

績値 計画値 目標値 目標

名

値 目標値
(1)の ① 世

N

帯 123 120 129

o

130 131 132 1

.

33
活動指標 ② 月 12

1

12 12 12 12 12

5

12
(2)の ① 人 14

1

1 136 150 152

生

154 156 158
対

活

象指標 ② 人 1 1 1 1 1

保

1 1
(3)の ① 世帯 1

護

23 120 129 13

扶

0 131 132 133

助

成果指標 ② 世帯 1 1 1

事

1 1 1 1
(4)の結果

業

の ① 世帯 141 136

政

150 152 154 1

策

56 158
成果指標 ②

こ

予算費目 会計 01 一

の

般会計 款 03 項 03 目

事

02

コスト 年度 R2年

務

度 R3年度 R3年度 R

事

4年度 R5年度 R6年

業

度 R7年度
実績値 計画

施

値 実績値 計画値 目標値

策

目標値 目標値
事業費(

の

決算又は予算額)Ａ 単

位

位 264,333 27

置

1,940 238,2

基

43 273,400 2

本

73,400 273,

事

400 273,400

業

財
源
内
訳

 国庫支出金

主

千円 195,721 2

管

03,983 186,

課

097 205,067

名

205,067 205

課

,067 205,06

長

7
 県支出金 千円 10

名

,975 13,097

こ

11,043 11,0

の

43 11,043 11

事

,043 11,043

務

 地方債 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 その他 千円 3

業

,173 2,610 5

の

,620 2,810 2

開

,810 2,810 2

始

,810
 一般財源 千

時

円 54,464 52,

期

250 35,483 5

事

4,480 54,48

務

0 54,480 54,

区

480
人件費Ｂ 千円 2

分

1,102 21,10

法

2 19,827.6 2

定

1,102 21,10

受

2 19,158 19,

託

158
正職員従事時間

事

×人数 時間×人 1,0

務

30× 5 1,030×

自

5 1,066× 5 1,

治

030× 5 1,030

事

× 5 1,030× 5 1

務

,030× 5
正職員以

こ

外の人件費 千円 1,9

の

44 1,944 0 1,

事

944 1,944 0 0

務

その他の費用Ｃ 千円 1

事

,629 1,629 0

業

1,629 1,629

の

0 0
トータルコストA

根

+B+C 千円 287,

拠

064 294,671

法

258,070.6 2

令

96,131 296,

事

131 292,558

業

292,558
単位あ

の

たりコスト ① 千円/人

概

2,035.9 2,1

要

66.7 1,720.

現

5 1,948.2 1,

在

922.9 1,875

の

.4 1,851.6
（

状

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

況

)の対象指標）② 千円

と

/人 287,064 2

こ

94,671 258,

の

070.6 296,1

事

31 296,131 2

務

92,558 292,

事

558

1

業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

（目
その理由

的の追加

業

・拡充又は絞込）

必要

名

はありませんか？ ■ な

N

い

有
効
性

生活保護者数

o

は、経済動向に大きく

.

左右されるが、積極的

1

に就労支援、生活指
今

5

以上に事業の成果を向

1

上
導を行い、自分自身

生

で生活していけるよう

活

支援する。
させる方法

保

を記入して下さ

い。 内

護

　容
※(3)の成果指

扶

標を向上させる

　こと

助

はできますか？

達成し

事

ている。
目的達成状況

業

内　容

□民間への一部

２

委託 □民間への全部委

評

託
市関与の必要性 □指

価

定管理 □補助金・負担

　

金助成 ■市の直営
内　

Ｃ

容
　（実施手法） 関与

Ｈ

する必要性あり。

効
率

Ｅ

性

類似する事業がない

Ｃ

ため、統合できない。

Ｋ

事務事業の統廃合によ

目

り、

事業の効率化を図

的

り、成果
内　容

を向上

妥

させる方法を記入し

て

当

下さい。

事務内容を鑑

性

みると、削減は難しい

こ

。
現状より事業費・人

の

件費を

削減する方法を

事

記入して下

さい。（仕

業

様の変更、外部 内　容

の

委託、従事時間の削減

必

等は

できないか？)

公

要

平
性

適正
□ ある ■ 現状

性

で適正
受益者負担はあ

は

りますか？

また、受益

薄

者負担割合は適 ■ ない

れ

□ 検討が必要 内　容
正

て

ですか？
□ 受益者がい

得

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

ら

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

不正受給、

れ

制度改正等、報道によ

て

り 事務の進行管理と経

い

理のチェック体
事業実

る

施上の課題、住 生活保

い

護行政に対する市民の

ま

関心が 制を整える。
民

せ

・議会等からの意見 意

ん

　見 高くなってきてお

か

り、適正な生活保 対応

。

策
と対応策 護事務の実

十

施が求められている。

分

今後、超高齢化社会を

な

迎え、収入の 扶養照会

成

や課税調査を実施し、

果

適正
R4年度の事業計

が

画は前 変　更
ない高齢

理

者や扶養を見込めない

　

高齢 な保護を実施する

由

年度から変更・追加は

得

前年度 ・
者が増加し、

ら

要保護者の増加が見込

れ

あるか 追　加
まれる。

て

今後の事業・コスト・

い

成果の方向性 今後の事

ま

業の方向性、改革・改

す

善案
※今年度からの具

か

体的な事業の進め方、

？

手段の見直し等、各方

得

向性の内容

　　　　　

ら

　　　　□　拡大 生活

れ

保護受給者数は、景気

て

や住民の動向によると

い

ころ
　　　　　　　　

な

　□　改善 が大きいが

い

、不要な事業費拡大に

事

つながることのない
　

業

　　　　　　　　■　

進

現状維持 よう適正な援

展

助に努める必要がある

等

。
　　　　　　　　　

に

□　縮小
　　　　　　

よ

　　　□　統合
　　　

る

　　　　　　□　完了

環

　　　　　　　　　□

境

　廃止・休止
コストの

変

方向性
　　　　　　　

化

　　→　維持
成果の方

あ

向性
　　　　　　　　

る

　→　維持

2

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 151 生活保護扶助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

得られている
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

法定受託事務であり、生活保護法の改正等に合わせ、対象は変化する
事業進展等による環境変化

□ ある ため。
に伴い、対象を見直す（拡

様

その理由
大・縮小）必

式

要はありませ
■ ない

ん

1

か？

生活保護法に基づ

-

き、目的が定められて

2

いるため。
事業進展等

事

による環境変化 □ ある

務

に伴い、目的を見直す



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月05日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 152 災害見舞金等支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 福祉課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 昭和48(1973)年７月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市災害見舞金等支給条例・規則

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

災害により被害を受けた市民に対し、見舞金及び弔慰 見舞金・弔慰金の支給により被災者を支援する。
金を支給する。 平成25(2013)年度 全焼（1件）
災害見舞金 １件　60,000円（家屋の全焼・全壊） 平成26(2014)年度 全焼（1件）
　　　　　 １件　150,000円(死亡又は死亡と推定） 平成27(2015)年度 半焼（1件）
災害弔慰金  １人  5,000,000円　（生計維持主） 平成28(2016)年度 実績なし
            １人  2,500,000円　（

令

その他） 平成29(2

和

017)年度 実績な

 

し
 平成30(201

4

8)年度 全焼（1件

年

）
「ＳＤＧｓの取り組

度

み：３，１１」 令和元

（

(2019)年度 実

3

績なし
令和２(202

年

0)年度 全焼(1件

度

),火災による水損（

実

1件）
令和３(202

施

1)年度 実績なし
災

分

害により被害を受けた

）

市民に対し、見舞金及

事

び弔慰金を支給する。

務

R3年度に実施した具

事

体的な （手順）災害発

業

生→防災安全課が福祉

目

課へ連絡→福祉課現地

的

確認→被災届→尾三消

評

事業の方法、手順、指

価

標に対す 防へ被害状況

表

の確認依頼→回答→見

様

舞金支給
る成果等

事務

式

事業を取り巻く状況は

1

過去と比べ変化してい

-

るか (1)活動指標（

1

事務事業の活動量を表

記

す指標）

対象の市民に

入

変化がないため継続し

日

て実施 名称 単位
① 災害

令

見舞金及び弔慰金支給

和

件数 件
変 化

② 災害見

0

舞金及び弔慰金支給金

4

額 千円
内 容

対象(こ

年

の事業の対象、範囲と

1

なる人、物) (2)対

2

象指標（対象の大きさ

月

を表す指標）

①市民 名

0

称 単位
① 人口 人
②

目的

5

(この事業によって上

日

記対象をどのような状

１

態にしたいのか) (3

事

)成果指標（目的の達

務

成度を示す指標）

①被

事

害を受けた市民に対し

業

、見舞金又は弔慰金を

の

支給して、被災 名称 単

現

位
者を救慰する。 ① 災

状

害見舞金支給件数/発

　

生件数 ％
②

結果(上位

Ｐ

基本事業の意図) (4

Ｌ

)結果の成果指標（上

Ａ

位基本事業の成果指標

Ｎ

）

①市民へ生活支援す

及

る。 名称 単位
① 生活保

び

護受給世帯数 世帯
②

事

Ｄ

務事業の各種指標の実

Ｏ

績と見込及び目標

R2

事

年度 R3年度 R3年度

務

R4年度 R5年度 R6

事

年度 R7年度
指標 ＼

業

 年度 単位
実績値 計画

名

値 実績値 計画値 目標値

N

目標値 目標値
(1)の

o

① 件 2 1 0 1 1 1 1
活

.

動指標 ② 千円 70 60

1

0 60 60 60 60
(

5

2)の ① 人 61,04

2

0 61,236 61,

災

236 61,218 6

害

2,360 62,62

見

0 62,880
対象指

舞

標 ②
(3)の ① ％ 10

金

0 100 0 100 10

等

0 100 100
成果指

支

標 ②
(4)の結果の ①

給

世帯 123 120 12

事

9 130 131 132

業

133
成果指標 ②

予算

政

費目 会計 01 一般会

策

計 款 03 項 05 目 01

こ

コスト 年度 R2年度 R

の

3年度 R3年度 R4年

事

度 R5年度 R6年度 R

務

7年度
実績値 計画値 実

事

績値 計画値 目標値 目標

業

値 目標値
事業費(決算

施

又は予算額)Ａ 単位 7

策

0 270 0 270 21

の

0 210 210

財
源
内

位

訳

 国庫支出金 千円 0

置

0 0 0 0 0 0
 県支出

基

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

本

 地方債 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 その他 千円 0

業

0 0 0 0 0 0
 一般財

主

源 千円 70 270 0 2

管

70 210 210 21

課

0
人件費Ｂ 千円 93 9

名

3 93 93 93 93 9

課

3
正職員従事時間×人

長

数 時間×人 25× 1 2

名

5× 1 25× 1 25×

こ

1 25× 1 25× 1 2

の

5× 1
正職員以外の人

事

件費 千円 0 0 0 0 0 0

務

0
その他の費用Ｃ 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
トータ

業

ルコストA+B+C 千

の

円 163 363 93 3

開

63 303 303 30

始

3
単位あたりコスト ①

時

千円/人 0 0 0 0 0 0

期

0
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

事

(2)の対象指標）②

務

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

区

1

分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

由
的の追加・拡充又は

業

絞込）

必要はありませ

名

んか？ ■ ない

有
効
性

で

N

きない。
今以上に事業

o

の成果を向上

させる方

.

法を記入して下さ

い。

1

内　容
※(3)の成果

5

指標を向上させる

　こ

2

とはできますか？

達成

災

している。
目的達成状

害

況 内　容

□民間への一

見

部委託 □民間への全部

舞

委託
市関与の必要性 □

金

指定管理 □補助金・負

等

担金助成 ■市の直営
内

支

　容
　（実施手法） 委

給

託等他の手法にはそぐ

事

わない。

効
率
性

類似事

業

業が無く統廃合による

２

成果の向上はできない

評

。
事務事業の統廃合に

価

より、

事業の効率化を

　

図り、成果
内　容

を向

Ｃ

上させる方法を記入し

Ｈ

て下さい。

事業費人件

Ｅ

費の削減はできない。

Ｃ

現状より事業費・人件

Ｋ

費を

削減する方法を記

目

入して下

さい。（仕様

的

の変更、外部 内　容
委

妥

託、従事時間の削減等

当

は

できないか？)

公
平

性

性

直接的な受益者はい

こ

ない。
□ ある □ 現状で

の

適正
受益者負担はあり

事

ますか？

また、受益者

業

負担割合は適 □ ない □

の

検討が必要 内　容
正で

必

すか？
■ 受益者がいな

要

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

性

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特になし 特に

は

なし。
事業実施上の課

薄

題、住
民・議会等から

れ

の意見 意　見 対応策
と

て

対応策

災害見舞金を支

得

給する。R3年度は実

ら

継続して実施するため

れ

、前年度と同
R4年度

て

の事業計画は前 変　更

い

績なし。 様・同規模で

る

実施。
年度から変更・

い

追加は 前年度 ・
家屋の

ま

全焼・全壊　　60千

せ

円
あるか 追　加

死亡又

ん

は死亡と推定　150

か

千円

今後の事業・コス

。

ト・成果の方向性 今後

十

の事業の方向性、改革

分

・改善案
※今年度から

な

の具体的な事業の進め

成

方、手段の見直し等、

果

各方向性の内容

　　　

が

　　　　　　□　拡大

理

従前と同様に事業を進

　

めていく。
　　　　　

由

　　　　□　改善
　　

得

　　　　　　　■　現

ら

状維持
　　　　　　　

れ

　　□　縮小
　　　　

て

　　　　　□　統合
　

い

　　　　　　　　□　

ま

完了
　　　　　　　　

す

　□　廃止・休止
コス

か

トの方向性
　　　　　

？

　　　　↓　減少
成果

得

の方向性
　　　　　　

ら

　　　→　維持

2

れていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 152 災害見舞金等支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

得られている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

全市民に対し、公平に恩恵を受ける必要があるため、対象の見直しは
事業進展等による環境変化

□ ある 必要ない。
に伴い、対

様

象を見直す（拡
その理

式

由
大・縮小）必要はあ

1

りませ
■ ない

んか？

目

-

的に変化はないため。

2

事業進展等による環境

事

変化 □ ある
に伴い、目

務

的を見直す（目
その理



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 4031 在宅医療連携システム整備事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 深谷　文雄
この事務事業の開始時期 平成29(2017)年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 医療介護確保法、介護保険法第115条の45第2項4

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市民が安心して生活できるようにするため、在宅医療 医療介護確保法により県に設置された医療介護確保基
と介護等の連携促進を目的として、ICTを活用した連 金による補助事業として、愛知県医療介護確保計画に
携システムを導入し、地域で活動する専門職のタイム おいて県内全市町村で二次医療圏ごとに、平成29(201
リーな情報共有を助ける。 7)年度末までに取組むこととされた。
【ＳＤＧｓの取組３、11】 平成29(2017)年5月に二次医療圏を構成する豊田市

令

と
豊田加茂医師会他関

和

係団体で構成する協議

 

会を設置し
、協議会が

4

運用することとなった

年

。

在宅医療に携わる専

度

門職が登録することで

（

、在宅医療の必要な市

3

民の情報を共有す
R3

年

年度に実施した具体的

度

な ることができ、より

実

良い支援に繋げていく

施

ために、ＩＣＴを活用

分

した「豊田みよし
事業

）

の方法、手順、指標に

事

対す ケアネット」シス

務

テムを運用している。

事

る成果等 介護サービス

業

事務所への通知を豊田

目

みよしケアネットに統

的

一し、障がい福祉サー

評

ビ
ス事業所の利用も増

価

えたことから、登録施

表

設や支援者が増加した

様

。

事務事業を取り巻く

式

状況は過去と比べ変化

1

しているか (1)活動

-

指標（事務事業の活動

1

量を表す指標）

変化な

記

し 名称 単位
① 登録施設

入

数 件
変 化

② 登録支援

日

者数 人
内 容

対象(こ

令

の事業の対象、範囲と

和

なる人、物) (2)対

0

象指標（対象の大きさ

4

を表す指標）

在宅医療

年

が必要な高齢者 名称 単

1

位
① 要介護３，４，５

2

認定者 人
②

目的(この

月

事業によって上記対象

0

をどのような状態にし

8

たいのか) (3)成果

日

指標（目的の達成度を

１

示す指標）

在宅医療が

事

必要な人が適切な支援

務

を受けることができる

事

。 名称 単位
① 登録患者

業

数 人
②

結果(上位基本

の

事業の意図) (4)結

現

果の成果指標（上位基

状

本事業の成果指標）

安

　

心して住み慣れた地域

Ｐ

で生活してもらう 名称

Ｌ

単位
① 登録職種数 人
②

Ａ

事務事業の各種指標の

Ｎ

実績と見込及び目標

R

及

2年度 R3年度 R3年

び

度 R4年度 R5年度 R

Ｄ

6年度 R7年度
指標 

Ｏ

＼ 年度 単位
実績値 計

事

画値 実績値 計画値 目標

務

値 目標値 目標値
(1)

事

の ① 件 42 45 73 8

業

0 80 80 80
活動指

名

標 ② 人 119 100 1

N

69 180 180 18

o

0 180
(2)の ① 人

.

502 532 510 5

4

38 571 604 64

0

0
対象指標 ②
(3)の

3

① 人 30 40 46 50

1

60 70 70
成果指標

在

②
(4)の結果の ① 人

宅

21 18 25 28 28

医

28 28
成果指標 ②

予

療

算費目 会計 01 一般

連

会計 款 03 項 01 目 0

携

6

コスト 年度 R2年度

シ

R3年度 R3年度 R4

ス

年度 R5年度 R6年度

テ

R7年度
実績値 計画値

ム

実績値 計画値 目標値 目

整

標値 目標値
事業費(決

備

算又は予算額)Ａ 単位

事

2,767 2,788

業

2,753 2,738

政

2,738 2,738

策

2,738

財
源
内
訳

 

こ

国庫支出金 千円 0 0 0

の

0 0 0 0
 県支出金 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

務

方債 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
 その他 千円 0 0 0

業

0 0 0 0
 一般財源 千

施

円 2,767 2,78

策

8 2,753 2,73

の

8 2,738 2,73

位

8 2,738
人件費Ｂ

置

千円 1,294.6 1

基

,294.6 1,30

本

9.4 1,309.4

事

1,309.4 1,3

業

09.4 1,309.

主

4
正職員従事時間×人

管

数 時間×人 87× 4 8

課

7× 4 88× 4 88×

名

4 88× 4 88× 4 8

課

8× 4
正職員以外の人

長

件費 千円 0 0 0 0 0 0

名

0
その他の費用Ｃ 千円

こ

0 0 0 0 0 0 0
トータ

の

ルコストA+B+C 千

事

円 4,061.6 4,

務

082.6 4,062

事

.4 4,047.4 4

業

,047.4 4,04

の

7.4 4,047.4

開

単位あたりコスト ① 千

始

円/人 8.1 7.7 8

時

7.5 7.1 6.7 6

期

.3
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

事

/(2)の対象指標）

務

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

区

0

1

分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

在宅医療が必要な人が

業

適切な支援を受けれら

名

ること
事業進展等によ

N

る環境変化 □ ある
を目

o

的としており見直す必

.

要はない。
に伴い、目

4

的を見直す（目
その理

0

由
的の追加・拡充又は

3

絞込）

必要はありませ

1

んか？ ■ ない

有
効
性

地

在

域包括ケアシステム構

宅

築に資する認知症初期

医

集中支援事業等の施策

療

において
今以上に事業

連

の成果を向上
も活用す

携

る。
させる方法を記入

シ

して下さ

い。 内　容
※

ス

(3)の成果指標を向

テ

上させる

　ことはでき

ム

ますか？

活動指標とな

整

る登録施設数及び登録

備

支援者数の増加に伴い

事

、登録患者数も増加
目

業

的達成状況 内　容 して

２

いる。

□民間への一部

評

委託 □民間への全部委

価

託
市関与の必要性 □指

　

定管理 ■補助金・負担

Ｃ

金助成 □市の直営
内　

Ｈ

容
　（実施手法） 二次

Ｅ

医療圏単位でシステム

Ｃ

を共通ルールで運用す

Ｋ

るため、豊田市みよし

目

市で協
議会を設置し、

的

市はその負担金を拠出

妥

している。

効
率
性

統廃

当

合することができない

性

事務事業の統廃合によ

こ

り、

事業の効率化を図

の

り、成果
内　容

を向上

事

させる方法を記入し

て

業

下さい。

医療や介護は

の

、必ずしも二次医療圏

必

内で全市民が完結しな

要

いため、より広域で
現

性

状より事業費・人件費

は

を
の連携対応が必要と

薄

なる。本システムは、

れ

愛知県内のほぼすべて

て

の自治体が導
削減する

得

方法を記入して下
入し

ら

ており、広域連携協定

れ

も締結し、二次医療圏

て

以外の施設等とも同シ

い

ステム
さい。（仕様の

る

変更、外部 内　容
によ

い

り情報共有する体制を

ま

整備している。これに

せ

より本市だけ、別の仕

ん

様とす
委託、従事時間

か

の削減等は
ることはで

。

きない。
できないか？

十

)

公
平
性

適正である。

分

□ ある ■ 現状で適正
受

な

益者負担はありますか

成

？

また、受益者負担割

果

合は適 ■ ない □ 検討が

が

必要 内　容
正ですか？

理

□ 受益者がいない

３
改

　

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

由

Ｎ

システム利用の登録

得

数や患者登録数 在宅医

ら

療に携わる多職種への

れ

周知・
事業実施上の課

て

題、住 を増やしていく

い

必要がある。 啓発を行

ま

う。
民・議会等からの

す

意見 意　見 対応策
と対

か

応策

ＩＣＴを活用した

？

「豊田みよしケア 継続

得

して実施するため、前

ら

年度と同
R4年度の事

れ

業計画は前 変　更
ネッ

て

ト」システムを継続運

い

用してい 様・同規模で

な

実施。
年度から変更・

い

追加は 前年度 ・
る。

あ

事

るか 追　加

今後の事業

業

・コスト・成果の方向

進

性 今後の事業の方向性

展

、改革・改善案
※今年

等

度からの具体的な事業

に

の進め方、手段の見直

よ

し等、各方向性の内容

る

　　　　　　　　　□

環

　拡大 豊田市、豊田加

境

茂医師会等と調整し、

変

医師、介護事業
　　　

化

　　　　　　□　改善

あ

所等への普及啓発に努

る

める。
　　　　　　　

に

　　■　現状維持
　　

伴

　　　　　　　□　縮

い

小
　　　　　　　　　

、

□　統合
　　　　　　

対

　　　□　完了
　　　

象

　　　　　　□　廃止

を

・休止
コストの方向性

見

　　　　　　　　　→

直

　維持
成果の方向性
　

す

　　　　　　　　→　

（

維持

2

拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 4031 在宅医療連携システム整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

在宅医療の必要な市民が安心して支援をうけることができる
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

在宅医療と介護の連携を目的としたシステムであるため

様

対象者を見直
事業進展

式

等による環境変化
□ あ

1

る す必要はない。
に伴

-

い、対象を見直す（拡

2

その理由
大・縮小）必

事

要はありませ
■ ない

ん

務

か？

システムを活用し



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 4020 認知症高齢者等あんしん補償事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 深谷　文雄
この事務事業の開始時期 平成31(2019)年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 認知症高齢者等あんしん補償事業実施要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

あんしん補償事業は３つの制度で構成されている。 みよし市在住の認知症の疑いのある人が市外の線路上
①認知症高齢者等が行方不明となった場合に、早期の において電車にはねられた事故を教訓として、認知症
発見・保護に役立てるために、認知症高齢者等本人の 高齢者等の家族の安心を補償するため必要である。
写真等の情報を市に事前に登録する制度
②事前登録をした人のうち希望する人を被保険者とし
、市が契約者となって、事故などにより第三者に負わ
せた損害を補償する賠償責任保

令

険に加入する制度
③事

和

前登録をした人のうち

 

認知症などの方の衣服

4

や持
ち物に貼り付ける

年

QRコード付きみまも

度

りシールを交付
する制

（

度【ＳＤＧｓの取組：

3

３】
認知症高齢者等が

年

行方不明となった場合

度

に、早期の発見・保護

実

に役立てるために、
R

施

3年度に実施した具体

分

的な 認知症高齢者等本

）

人の写真等の情報を市

事

に事前に登録した。さ

務

らに市が契約者とな
事

事

業の方法、手順、指標

業

に対す って、第三者に

目

負わせた損害を補償す

的

る賠償責任保険に加入

評

した。また、希望者に

価

る成果等 ＱＲコード付

表

みまもりシールを支給

様

した。地域包括支援セ

式

ンターやケアマネジャ

1

ー
が介護者に周知して

-

広めた。

事務事業を取

1

り巻く状況は過去と比

記

べ変化しているか (1

入

)活動指標（事務事業

日

の活動量を表す指標）

令

高齢者人口が増加して

和

いる。 名称 単位
① あん

0

しん補償事業登録人数

4

人
変 化

②
内 容

対象

年

(この事業の対象、範

1

囲となる人、物) (2

2

)対象指標（対象の大

月

きさを表す指標）

在宅

0

で生活をしている認知

8

症若しくは認知症の疑

日

いのある人 名称 単位
 

１

① 認知症（疑いを含む

事

。）がある人 人
②

目的

務

(この事業によって上

事

記対象をどのような状

業

態にしたいのか) (3

の

)成果指標（目的の達

現

成度を示す指標）

認知

状

症高齢者等の情報を市

　

に登録し、行方不明に

Ｐ

なった場合に早 名称 単

Ｌ

位
期発見に役立てる。

Ａ

また、損害を補償する

Ｎ

賠償責任保険に加入す

及

① あんしん補償事業登

び

録人数 人
る。 ②

結果(

Ｄ

上位基本事業の意図)

Ｏ

(4)結果の成果指標

事

（上位基本事業の成果

務

指標）

安心して住み慣

事

れた地域で生活しても

業

らう。 名称 単位
① 地域

名

福祉の取組の市民満足

N

度割合 ％
②

事務事業の

o

各種指標の実績と見込

.

及び目標

R2年度 R3

4

年度 R3年度 R4年度

0

R5年度 R6年度 R7

2

年度
指標 ＼ 年度 単

0

位
実績値 計画値 実績値

認

計画値 目標値 目標値 目

知

標値
(1)の ① 人 81

症

150 79 200 25

高

0 250 250
活動指

齢

標 ②
(2)の ① 人 1,

者

276 1,515 1,

等

491 1,665 1,

あ

815 1,551 1,

ん

701
対象指標 ②
(3

し

)の ① 人 81 150 7

ん

9 200 250 250

補

250
成果指標 ②

(4

償

)の結果の ① ％ 68.

事

6 71 82.9 82.

業

9 82.9 82.9 8

政

2.9
成果指標 ②

予算

策

費目 会計 01 一般会

こ

計 款 03 項 01 目 06

の

コスト 年度 R2年度 R

事

3年度 R3年度 R4年

務

度 R5年度 R6年度 R

事

7年度
実績値 計画値 実

業

績値 計画値 目標値 目標

施

値 目標値
事業費(決算

策

又は予算額)Ａ 単位 5

の

73 364 233 32

位

6 288 288 288

置

財
源
内
訳

 国庫支出金

基

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

本

県支出金 千円 286 0

事

0 0 0 0 0
 地方債 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

主

の他 千円 0 0 0 0 0 0

管

0
 一般財源 千円 28

課

7 364 233 326

名

288 288 288
人

課

件費Ｂ 千円 1,116

長

1,116 1,116

名

1,116 1,116

こ

1,116 1,116

の

正職員従事時間×人数

事

時間×人 300× 1 3

務

00× 1 300× 1 3

事

00× 1 300× 1 3

業

00× 1 300× 1
正

の

職員以外の人件費 千円

開

0 0 0 0 0 0 0
その他

始

の費用Ｃ 千円 101 1

時

01 0 0 0 0 0
トータ

期

ルコストA+B+C 千

事

円 1,790 1,58

務

1 1,349 1,44

区

2 1,404 1,40

分

4 1,404
単位あた

法

りコスト ① 千円/人 1

定

.4 1 0.9 0.9 0

受

.8 0.9 0.8
（ﾄ

託

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

事

の対象指標）② 千円/

務

0 0 0 0 0 0 0

1

自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

範囲を見直す必要はな

業

い。
事業進展等による

名

環境変化 □ ある
に伴い

N

、目的を見直す（目
そ

o

の理由
的の追加・拡充

.

又は絞込）

必要はあり

4

ませんか？ ■ ない

有
効

0

性

地域包括支援センタ

2

ーやケアマネジャーが

0

認知症高齢者等の家族

認

に勧める。
今以上に事

知

業の成果を向上

させる

症

方法を記入して下さ

い

高

。 内　容
※(3)の成

齢

果指標を向上させる

　

者

ことはできますか？

登

等

録された認知症高齢者

あ

等の家族の安心につな

ん

がっている。
目的達成

し

状況 内　容

□民間への

ん

一部委託 □民間への全

補

部委託
市関与の必要性

償

□指定管理 □補助金・

事

負担金助成 ■市の直営

業

内　容
　（実施手法）

２

保険料

効
率
性

現在のと

評

ころ介護保険の認知症

価

施策に位置付けられな

　

いが、今後、当該施策

Ｃ

に
事務事業の統廃合に

Ｈ

より、
位置付けること

Ｅ

ができれば、統合する

Ｃ

ことができる。
事業の

Ｋ

効率化を図り、成果
内

目

　容
を向上させる方法

的

を記入し

て下さい。

認

妥

知症高齢者等が増加傾

当

向なので、事業費の削

性

減はできない。
現状よ

こ

り事業費・人件費を

削

の

減する方法を記入して

事

下

さい。（仕様の変更

業

、外部 内　容
委託、従

の

事時間の削減等は

でき

必

ないか？)

公
平
性

適正

要

である。
□ ある ■ 現状

性

で適正
受益者負担はあ

は

りますか？

また、受益

薄

者負担割合は適 ■ ない

れ

□ 検討が必要 内　容
正

て

ですか？
□ 受益者がい

得

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

ら

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業の周知

れ

方法について 地域包括

て

支援センターやケアマ

い

ネジ
事業実施上の課題

る

、住 ャーに、認知症高

い

齢者等の家族への
民・

ま

議会等からの意見 意　

せ

見 対応策 案内を依頼す

ん

る。
と対応策

認知症高

か

齢者等の情報を市に登

。

録し 継続して実施する

十

ため、前年度と同
R4

分

年度の事業計画は前 変

な

　更
、行方不明になっ

成

た場合に早期発見 様・

果

同規模で実施。
年度か

が

ら変更・追加は 前年度

理

・
に役立てた。

あるか

　

追　加

今後の事業・コ

由

スト・成果の方向性 今

得

後の事業の方向性、改

ら

革・改善案
※今年度か

れ

らの具体的な事業の進

て

め方、手段の見直し等

い

、各方向性の内容

　　

ま

　　　　　　　□　拡

す

大 高齢社会の進行に伴

か

い、認知症高齢者等が

？

増加傾向に
　　　　　

得

　　　　□　改善 ある

ら

ことから、今後も継続

れ

して事業を行う。
　　

て

　　　　　　　■　現

い

状維持
　　　　　　　

な

　　□　縮小
　　　　

い

　　　　　□　統合
　

事

　　　　　　　　□　

業

完了
　　　　　　　　

進

　□　廃止・休止
コス

展

トの方向性
　　　　　

等

　　　　↓　減少
成果

に

の方向性
　　　　　　

よ

　　　→　維持

2

る環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 4020 認知症高齢者等あんしん補償事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

認知症高齢者等の家族の安心を補償するために必要である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業開始して間もないため、対象者の範囲を見直す必

様

要はない。
事業進展等

式

による環境変化
□ ある

1

に伴い、対象を見直す

-

（拡
その理由

大・縮小

2

）必要はありませ
■ な

事

い
んか？

事業開始して

務

間もないため、目的の



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月05日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 4709 地域福祉計画策定事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 福祉課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 平成１８（2006)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 社会福祉法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

施策を計画的かつ効率的に推進するため、施策事業の 地域福祉計画は社会福祉法により策定が義務付けられ
目標指標を設定する。計画の評価、計画の見直しを行 ている。
うため、地域福祉計画審議会を設置し、目標の進捗度 この計画の策定のためみよし市地域福祉計画審議会（
など、その評価結果を踏まえて、必要に応じ計画の見 委員24人以内）を設置し、地域福祉計画の策定及び推
直しを行う。 進について調査、審議を行う。
  
「ＳＤＧｓの取り組み：３」 地域福祉計画審議会･･･みよし市附属機関の設置に関

する条例第3条に規定。
 

第４期地

令

域福祉計画の進捗を確

和

認するため、地域福祉

 

計画審議会を開催する

4

予定だ
R3年度に実施

年

した具体的な ったが新

度

型コロナウイルス感染

（

症拡大の影響のため審

3

議会は開催しなかった

年

。　　
事業の方法、手

度

順、指標に対す
る成果

実

等

事務事業を取り巻く

施

状況は過去と比べ変化

分

しているか (1)活動

）

指標（事務事業の活動

事

量を表す指標）

対象に

務

変化がないため現状の

事

まま事業実施。 名称 単

業

位
① 地域福祉計画審議

目

会開催回数 回
変 化

②

的

内 容

対象(この事業

評

の対象、範囲となる人

価

、物) (2)対象指標

表

（対象の大きさを表す

様

指標）

障がい(児)者

式

名称 単位
高齢者 ① 障が

1

い(児)者 人
② 高齢者

-

人

目的(この事業によ

1

って上記対象をどのよ

記

うな状態にしたいのか

入

) (3)成果指標（目

日

的の達成度を示す指標

令

）

地域福祉計画を策定

和

し施策を実行する事に

0

より、地域福祉に対す

4

名称 単位
る満足度の割

年

合を高める。 ① 施策の

1

実施計画 件
②

結果(上

2

位基本事業の意図) (

月

4)結果の成果指標（

0

上位基本事業の成果指

5

標）

地域サービスの適

日

切で効果的な提供を行

１

うとともに、市民全体

事

が 名称 単位
地域福祉の

務

担い手として、支援を

事

必要とする市民を支え

業

ることに ① 地域福祉に

の

関する取り組みの市民

現

満足度 ％
より、地域福

状

祉の総合的な推進を目

　

指す。 ②

事務事業の各

Ｐ

種指標の実績と見込及

Ｌ

び目標

R2年度 R3年

Ａ

度 R3年度 R4年度 R

Ｎ

5年度 R6年度 R7年

及

度
指標 ＼ 年度 単位

び

実績値 計画値 実績値 計

Ｄ

画値 目標値 目標値 目標

Ｏ

値
(1)の ① 回 3 1 0

事

1 1 1 1
活動指標 ②
(

務

2)の ① 人 2,247

事

2,279 2,365

業

2,409 2,419

名

2,429 2,439

N

対象指標 ② 人 11,2

o

08 11,261 11

.

,325 11,455

4

11,650 11,8

7

45 12,040
(3

0

)の ① 件 142 142

9

142 142 142 1

地

42 142
成果指標 ②

域

(4)の結果の ① ％ 6

福

8.6 68.6 80.

祉

9 80.9 80.9 8

計

0.9 80.9
成果指

画

標 ②
予算費目 会計 01

策

 一般会計 款 03 項 0

定

1 目 01

コスト 年度 R

事

2年度 R3年度 R3年

業

度 R4年度 R5年度 R

政

6年度 R7年度
実績値

策

計画値 実績値 計画値 目

こ

標値 目標値 目標値
事業

の

費(決算又は予算額)

事

Ａ 単位 4,672 10

務

7 0 107 107 10

事

7 2,088

財
源
内
訳

業

 国庫支出金 千円 0 0

施

0 0 0 0 0
 県支出金

策

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

の

地方債 千円 0 0 0 0 0

位

0 0
 その他 千円 0 0

置

0 0 0 0 0
 一般財源

基

千円 4,672 107

本

0 107 107 107

事

2,088
人件費Ｂ 千

業

円 1,488 1,48

主

8 186 1,488 1

管

,488 1,488 1

課

,488
正職員従事時

名

間×人数 時間×人 40

課

0× 1 400× 1 50

長

× 1 400× 1 400

名

× 1 400× 1 400

こ

× 1
正職員以外の人件

の

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

事

その他の費用Ｃ 千円 6

務

1 61 0 61 61 61

事

0
トータルコストA+

業

B+C 千円 6,221

の

1,656 186 1,

開

656 1,656 1,

始

656 3,576
単位

時

あたりコスト ① 千円/

期

人 2.8 0.7 0.1

事

0.7 0.7 0.7 1

務

.5
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

区

/(2)の対象指標）

分

② 千円/人 0.6 0.

法

1 0 0.1 0.1 0.

定

1 0.3

1

受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

展等による環境変化 □

業

ある
に伴い、目的を見

名

直す（目
その理由

的の

N

追加・拡充又は絞込）

o

必要はありませんか？

.

■ ない

有
効
性

策定した

4

計画の施策実施のため

7

成果の向上はできない

0

。
今以上に事業の成果

9

を向上

させる方法を記

地

入して下さ

い。 内　容

域

※(3)の成果指標を

福

向上させる

　ことはで

祉

きますか？

計画の初年

計

度であるため達成途中

画

である。
目的達成状況

策

内　容

■民間への一部

定

委託 □民間への全部委

事

託
市関与の必要性 □指

業

定管理 □補助金・負担

２

金助成 □市の直営
内　

評

容
　（実施手法） 市の

価

関与が必要。

効
率
性

策

　

定した計画の施策実施

Ｃ

のため成果の向上はで

Ｈ

きない。
事務事業の統

Ｅ

廃合により、

事業の効

Ｃ

率化を図り、成果
内　

Ｋ

容
を向上させる方法を

目

記入し

て下さい。

事務

的

内容を鑑みると、削減

妥

は難しい。
現状より事

当

業費・人件費を

削減す

性

る方法を記入して下

さ

こ

い。（仕様の変更、外

の

部 内　容
委託、従事時

事

間の削減等は

できない

業

か？)

公
平
性

直接的な

の

受益者はなし
□ ある □

必

現状で適正
受益者負担

要

はありますか？

また、

性

受益者負担割合は適 □

は

ない □ 検討が必要 内　

薄

容
正ですか？

■ 受益者

れ

がいない

３
改
革
改
善
案

て

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

社会福

得

祉協議会が策定してい

ら

る地域 地域福祉活動計

れ

画の計画期間を地域
事

て

業実施上の課題、住 福

い

祉活動計画との整合性

る

を図る必要 福祉計画に

い

合わせる。
民・議会等

ま

からの意見 意　見 があ

せ

る。 対応策
と対応策

計

ん

画の目標達成のために

か

事業に取り 計画の目標

。

達成のために事業を推

十

し
R4年度の事業計画

分

は前 変　更
組んだ。 進

な

める。
年度から変更・

成

追加は 前年度 ・
あるか

果

追　加

今後の事業・コ

が

スト・成果の方向性 今

理

後の事業の方向性、改

　

革・改善案
※今年度か

由

らの具体的な事業の進

得

め方、手段の見直し等

ら

、各方向性の内容

　　

れ

　　　　　　　□　拡

て

大 年に１度、地域福祉

い

計画審議会により第４

ま

期地域福祉
　　　　　

す

　　　　□　改善 計画

か

の進捗状況等の確認や

？

評価を行う。
　　　　

得

　　　　　■　現状維

ら

持  
　　　　　　　　

れ

　□　縮小 社会福祉協

て

議会と一体的な地域福

い

祉推進のため、みよ
　

な

　　　　　　　　□　

い

統合 し市地域福祉活動

事

計画との整合性を図る

業

。
　　　　　　　　　

進

□　完了  
　　　　　

展

　　　　□　廃止・休

等

止  
コストの方向性
　

に

　　　　　　　　→　

よ

維持
成果の方向性
　　

る

　　　　　　　→　維

環

持

2

境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 4709 地域福祉計画策定事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

地域福祉推進のための計画であり、十分な成果が得られてい
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

る。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

地域に住んでいる人が対象であるため、環境変化の影響をうけない。
事

様

業進展等による環境変

式

化
□ ある

に伴い、対象

1

を見直す（拡
その理由

-

大・縮小）必要はあり

2

ませ
■ ない

んか？

社会

事

福祉法により策定が定

務

められている。
事業進



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 5415 地域包括支援センター整備事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 深谷　文雄
この事務事業の開始時期 令和３(2021)年４月１日 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

第８期高齢者福祉計画兼介護保険事業計画において日 新しい日常生活圏域は、現在のきたよし地域を分割し
常生活圏域を現在の３か所から４か所へ変更すること 「おかよし地域」を加える。地域包括支援センターは
を予定している。新しい日常生活圏域は、現在のきた 日常生活圏域ごとに一つ設置するため、第８期計画期
よし地域を分割し「おかよし地域」を加える。地域包 間中に地域包括支援センターの開設準備を進める。
括支援センターは日常生活圏域ごとに一つ設置するた
め、第８期計画期間中に地域包括支援センターの開設
準

令

備を進める。
【ＳＤＧ

和

ｓの取組：３】

おかよ

 

し地域包括支援センタ

4

ーを運営する事業者を

年

公募し、選定するため

度

の選定委
R3年度に実

（

施した具体的な 員会を

3

設置した。選定委員会

年

を開催し「公募要領」

度

や「評価基準」などを

実

決定し「
事業の方法、

施

手順、指標に対す おか

分

よし地域包括支援セン

）

ター」を運営する事業

事

者として「社会福祉法

務

人　昭徳会
る成果等 」

事

を選定した。
カリヨン

業

ハウス１階多目的室２

目

を「おかよし地域包括

的

支援センター」に改修

評

した。

事務事業を取り

価

巻く状況は過去と比べ

表

変化しているか (1)

様

活動指標（事務事業の

式

活動量を表す指標）

第

1

８期みよし市高齢者福

-

祉計画兼介護保険事業

1

計画にて、 名称 単位
き

記

たよし地域を分割し、

入

生活圏域を３か所から

日

４か所にす ① 日常生活

令

圏域数 か所
変 化

るこ

和

とを位置付けした。 ②

0

内 容

対象(この事業

4

の対象、範囲となる人

年

、物) (2)対象指標

1

（対象の大きさを表す

2

指標）

地域包括支援セ

月

ンターの整備 名称 単位

0

① 地域包括支援センタ

8

ー整備数 か所
②

目的(

日

この事業によって上記

１

対象をどのような状態

事

にしたいのか) (3)

務

成果指標（目的の達成

事

度を示す指標）

地域包

業

括支援センターを増設

の

する。 名称 単位
① 地域

現

包括支援センター増設

状

数 か所
②

結果(上位基

　

本事業の意図) (4)

Ｐ

結果の成果指標（上位

Ｌ

基本事業の成果指標）

Ａ

１圏域１センターの維

Ｎ

持 名称 単位
① １圏域１

及

センターの維持数 か所

び

②

事務事業の各種指標

Ｄ

の実績と見込及び目標

Ｏ

R2年度 R3年度 R3

事

年度 R4年度 R5年度

務

R6年度 R7年度
指標

事

 ＼ 年度 単位
実績値

業

計画値 実績値 計画値 目

名

標値 目標値 目標値
(1

N

)の ① か所 4
活動指標

o

②
(2)の ① か所 1

対

.

象指標 ②
(3)の ① か

5

所 1
成果指標 ②

(4)

4

の結果の ① か所 3
成果

1

指標 ②
予算費目 会計 0

5

1 一般会計 款 03 項

地

01 目 06

コスト 年度

域

R2年度 R3年度 R3

包

年度 R4年度 R5年度

括

R6年度 R7年度
実績

支

値 計画値 実績値 計画値

援

目標値 目標値 目標値
事

セ

業費(決算又は予算額

ン

)Ａ 単位 0 3,022

タ

12,832 0 0 0 0

ー

財
源
内
訳

 国庫支出金

整

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

備

県支出金 千円 0 0 1,

事

190 0 0 0 0
 地方

業

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

政

 その他 千円 0 0 0 0

策

0 0 0
 一般財源 千円

こ

0 3,022 11,6

の

42 0 0 0 0
人件費Ｂ

事

千円 0 0 1,398.

務

7 0 0 0 0
正職員従事

事

時間×人数 時間×人 0

業

× 0 0× 0 188× 2

施

0× 0 0× 0 0× 0 0

策

× 0
正職員以外の人件

の

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

位

その他の費用Ｃ 千円 0

置

0 104 0 0 0 0
トー

基

タルコストA+B+C

本

千円 0 3,022 14

事

,334.7 0 0 0 0

業

単位あたりコスト ① 千

主

円/か所 0 0 14,3

管

34.7 0 0 0 0
（ﾄ

課

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

名

の対象指標）② 千円/

課

0 0 0 0 0 0 0

1

長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

。
に伴い、対象を見直

業

す（拡
その理由

大・縮

名

小）必要はありませ
■

N

ない
んか？

第８期みよ

o

し市高齢者福祉計画兼

.

介護保険事業計画で位

5

置づけした目
事業進展

4

等による環境変化 □ あ

1

る
的を達成されており

5

、目的を見直す必要は

地

ない。
に伴い、目的を

域

見直す（目
その理由

的

包

の追加・拡充又は絞込

括

）

必要はありませんか

支

？ ■ ない

有
効
性

適正で

援

ある。
今以上に事業の

セ

成果を向上

させる方法

ン

を記入して下さ

い。 内

タ

　容
※(3)の成果指

ー

標を向上させる

　こと

整

はできますか？

１圏域

備

１センターの目標は達

事

成されている。
目的達

業

成状況 内　容

■民間へ

２

の一部委託 □民間への

評

全部委託
市関与の必要

価

性 □指定管理 □補助金

　

・負担金助成 ■市の直

Ｃ

営
内　容

　（実施手法

Ｈ

） 運営する事業者は選

Ｅ

定委員会で選定し委託

Ｃ

している。

効
率
性

本事

Ｋ

業は単年度事業であり

目

、令和３(2021）

的

年度で事業完了となる

妥

。
事務事業の統廃合に

当

より、

事業の効率化を

性

図り、成果
内　容

を向

こ

上させる方法を記入し

の

て下さい。

運営事業者

事

を選定し、委託してい

業

るので適正である。
現

の

状より事業費・人件費

必

を

削減する方法を記入

要

して下

さい。（仕様の

性

変更、外部 内　容
委託

は

、従事時間の削減等は

薄

できないか？)

公
平
性

れ

受益者がいない。
□ あ

て

る □ 現状で適正
受益者

得

負担はありますか？

ま

ら

た、受益者負担割合は

れ

適 □ ない □ 検討が必要

て

内　容
正ですか？

■ 受

い

益者がいない

３
改
革
改

る

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

カ

い

リヨンハウスの休館日

ま

における「 看板等を新

せ

たに作成し、周知徹底

ん

を
事業実施上の課題、

か

住 おかよし地域包括支

。

援センター」開 図る。

十

民・議会等からの意見

分

意　見 館の周知徹底 対

な

応策
と対応策

令和４(

成

2022）年４月１日

果

に「おか なし
R4年度

が

の事業計画は前 変　更

理

よし地域包括支援セン

　

ター」を開所
年度から

由

変更・追加は 前年度 ・

得

し、相談体制を整える

ら

。
あるか 追　加

今後の

れ

事業・コスト・成果の

て

方向性 今後の事業の方

い

向性、改革・改善案
※

ま

今年度からの具体的な

す

事業の進め方、手段の

か

見直し等、各方向性の

？

内容

　　　　　　　　

得

　□　拡大 令和４(2

ら

022)年４月１日か

れ

ら事業を開始する。
　

て

　　　　　　　　□　

い

改善
　　　　　　　　

な

　□　現状維持
　　　

い

　　　　　　□　縮小

事

　　　　　　　　　□

業

　統合
　　　　　　　

進

　　■　完了
　　　　

展

　　　　　□　廃止・

等

休止
コストの方向性
　

に

　　　　　　　　→　

よ

維持
成果の方向性
　　

る

　　　　　　　－

2

環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 5415 地域包括支援センター整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

１圏域１センターは、第８期みよし市高齢者福祉計画兼介護
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

保険事業計画で位置づけしており、必要性は薄れていない。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていな

様

い

１圏域１センターは

式

、第８期みよし市高齢

1

者福祉計画兼介護保険

-

事業
事業進展等による

2

環境変化
□ ある 計画で

事

位置づけしており、対

務

象を見直す必要はない



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 543 地域包括支援センター運営事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 深谷　文雄
この事務事業の開始時期 平成18(2006)年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第115条の46

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

地域包括支援センターの適切な運営・公正かつ中立性 地域包括支援センター運営協議会委員　14人
の確保・円滑な運営を図るために運営協議会の設置を 地域包括支援センターは、指定介護予防支援事業所業
する。 務及び包括的支援事業である、総合相談支援業務、権
包括的支援事業に関する業務を実施する。 利擁護業務、包括的継続的ケアマネジメント支援業務
平成29(2017)年度に、3圏域、3センターとし、事業委 、介護予防ケアマネジメント業務を実施する。
託を含めて増設した。
【SDGsの取組：

令

３】

日生活圏域ごとに

和

1か所計3か所、地域

 

包括支援センターを設

4

置し、保健師・社会福

年

R3年度に実施した具

度

体的な 祉士・主任介護

（

支援専門員等の専門職

3

を配置した。地域住民

年

の心身の健康保持と生

度

事業の方法、手順、指

実

標に対す 活の安定に必

施

要な支援を行い、地域

分

の保健医療の向上と福

）

祉の増進を包括的に実

事

施
る成果等 した。将来

務

の介護需要に備えるた

事

め、第8期介護保険事

業

業計画に地域包括支援

目

セン
ターの増設を位置

的

付けた。

事務事業を取

評

り巻く状況は過去と比

価

べ変化しているか (1

表

)活動指標（事務事業

様

の活動量を表す指標）

式

高齢者も要介護等認定

1

者も増加している 名称

-

単位
① 要介護等認定者

1

数 人
変 化

②
内 容

対

記

象(この事業の対象、

入

範囲となる人、物) (

日

2)対象指標（対象の

令

大きさを表す指標）

①

和

虚弱高齢者 名称 単位
②

0

要支援認定者 ① 総合相

4

談者延人数 人
② 要支援

年

１，２認定者 人

目的(

1

この事業によって上記

2

対象をどのような状態

月

にしたいのか) (3)

0

成果指標（目的の達成

8

度を示す指標）

①介護

日

予防普及啓発 名称 単位

１

②要介護状態の防止、

事

軽減、悪化防止 ① 予防

務

教室開催延数 回
② 要支

事

援認定者数／要介護等

業

認定者数 ％

結果(上位

の

基本事業の意図) (4

現

)結果の成果指標（上

状

位基本事業の成果指標

　

）

健康で安心して暮ら

Ｐ

す 名称 単位
① 実態把握

Ｌ

延人数 人
②

事務事業の

Ａ

各種指標の実績と見込

Ｎ

及び目標

R2年度 R3

及

年度 R3年度 R4年度

び

R5年度 R6年度 R7

Ｄ

年度
指標 ＼ 年度 単

Ｏ

位
実績値 計画値 実績値

事

計画値 目標値 目標値 目

務

標値
(1)の ① 人 1,

事

522 1,628 1,

業

551 1,649 1,

名

765 1,886 2,

N

017
活動指標 ②
(2

o

)の ① 人 5,787 6

.

,500 6,529 7

5

,000 7,500 7

4

,500 7,500
対

3

象指標 ② 人 479 49

地

5 475 515 562

域

612 667
(3)の

包

① 回 324 400 38

括

5 400 400 400

支

400
成果指標 ② ％ 3

援

1.5 45 45.6 4

セ

5 45 45 45
(4)

ン

の結果の ① 人 1,05

タ

8 1,200 861 1

ー

,600 1,600 1

運

,600 1,600
成

営

果指標 ②
予算費目 会計

事

06 介護保険特別会

業

計（保険事業勘定） 款

政

04 項 03 目 01

コス

策

ト 年度 R2年度 R3年

こ

度 R3年度 R4年度 R

の

5年度 R6年度 R7年

事

度
実績値 計画値 実績値

務

計画値 目標値 目標値 目

事

標値
事業費(決算又は

業

予算額)Ａ 単位 41,

施

751 46,988 4

策

9,178 57,83

の

2 68,009 63,

位

913 65,599

財

置

源
内
訳

 国庫支出金 千

基

円 22,344 21,

本

518 23,379 2

事

1,550 13,81

業

9 12,716 11,

主

362
 県支出金 千円

管

8,037 8,759

課

8,637 7,775

名

6,910 6,358

課

5,680
 地方債 千

長

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

名

の他 千円 0 0 0 0 4,

こ

000 4,000 4,

の

000
 一般財源 千円

事

11,370 16,7

務

11 17,162 28

事

,507 43,280

業

40,839 44,5

の

57
人件費Ｂ 千円 3,

開

162 3,162 3,

始

279.6 2,535

時

.6 2,535.6 2

期

,535.6 2,53

事

5.6
正職員従事時間

務

×人数 時間×人 170

区

× 5 170× 5 212

分

× 4 162× 4 162

法

× 4 162× 4 162

定

× 4
正職員以外の人件

受

費 千円 0 0 125 12

託

5 125 125 125

事

その他の費用Ｃ 千円 3

務

76 376 249 24

自

9 249 249 249

治

トータルコストA+B

事

+C 千円 45,289

務

50,526 52,7

こ

06.6 60,616

の

.6 70,793.6

事

66,697.6 68

務

,383.6
単位あた

事

りコスト ① 千円/人 7

業

.8 7.8 8.1 8.

の

7 9.4 8.9 9.1

根

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

拠

2)の対象指標）② 千

法

円/人 94.5 102

令

.1 111 117.7

事

126 109 102.

業

5

1

の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

必要はない。
事業進展

業

等による環境変化 □ あ

名

る
に伴い、目的を見直

N

す（目
その理由

的の追

o

加・拡充又は絞込）

必

.

要はありませんか？ ■

5

ない

有
効
性

日常生活圏

4

域を中学校区の4つに

3

分け、4か所目の地域

地

包括支援センターを設

域

置
今以上に事業の成果

包

を向上
することにより

括

、より充実した支援が

支

できる。
させる方法を

援

記入して下さ

い。 内　

セ

容
※(3)の成果指標

ン

を向上させる

　ことは

タ

できますか？

多岐に渡

ー

る業務を行いながら、

運

総合相談対応、虐待、

営

成年後見等権利擁護、

事

ケ
目的達成状況 内　容

業

アプラン作成等々必要

２

に応じた対応を行えて

評

おり、達成できている

価

。

■民間への一部委託

　

□民間への全部委託
市

Ｃ

関与の必要性 □指定管

Ｈ

理 □補助金・負担金助

Ｅ

成 ■市の直営
内　容

　

Ｃ

（実施手法） 地域包括

Ｋ

支援センター2か所委

目

託、1か所直営

効
率
性

的

介護保険法に基づき実

妥

施する事業であり統廃

当

合することができない

性

。
事務事業の統廃合に

こ

より、

事業の効率化を

の

図り、成果
内　容

を向

事

上させる方法を記入し

業

て下さい。

地域包括支

の

援センターを増設し、

必

運営を外部委託する方

要

針なので削減はできな

性

現状より事業費・人件

は

費を
い。

削減する方法

薄

を記入して下

さい。（

れ

仕様の変更、外部 内　

て

容
委託、従事時間の削

得

減等は

できないか？)

ら

公
平
性

費用を徴収すべ

れ

きものがない。
□ ある

て

■ 現状で適正
受益者負

い

担はありますか？

また

る

、受益者負担割合は適

い

■ ない □ 検討が必要 内

ま

　容
正ですか？

□ 受益

せ

者がいない

３
改
革
改
善

ん

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

高齢

か

化の進展に伴い、要介

。

護者等が 要支援・介護

十

者の増加に対応できる

分

事業実施上の課題、住

な

増加している。今後、

成

現在の体制、 よう、必

果

要な人員・資源を整備

が

して
民・議会等からの

理

意見 意　見 では対応が

　

難しくなる地域がある

由

。 対応策 いく。専門職

得

の育成や事業所の支援

ら

と対応策 専門職が不足

れ

しており、育成、支援

て

のため、研修支援等の

い

拡充を行う。
が必要で

ま

ある。
3地域に地域包

す

括支援センターを設 高

か

齢者の増加に対応する

？

ため、地域
R4年度の

得

事業計画は前 変　更
置

ら

し、保健師・社会福祉

れ

士・主任介 包括支援セ

て

ンターの増設に向け、

い

準
年度から変更・追加

な

は 前年度 ・
護支援専門

い

員等の専門職を配置し

事

た 備を行う。
あるか 追

業

　加
。

今後の事業・コ

進

スト・成果の方向性 今

展

後の事業の方向性、改

等

革・改善案
※今年度か

に

らの具体的な事業の進

よ

め方、手段の見直し等

る

、各方向性の内容

　　

環

　　　　　　　□　拡

境

大 高齢者人口の増加に

変

伴い、地域包括支援セ

化

ンターが関
　　　　　

あ

　　　　□　改善 わる

る

事業や対応ケースが増

に

加してており、第8期

伴

介護
　　　　　　　　

い

　■　現状維持 保険事

、

業計画に従い、3つの

対

日常生活圏域のうち、

象

き
　　　　　　　　　

を

□　縮小 たよし地域か

見

ら、おかよし地域を分

直

割し、令和4(202

す

2
　　　　　　　　　

（

□　統合 )年度に地域

拡

包括支援センターを新

そ

設し、この体制を
　　

の

　　　　　　　□　完

理

了 当面維持する。なか

由

よし包括については、

大

他圏域に比
　　　　　

・

　　　　□　廃止・休

縮

止 べ職員1人当たりの

小

高齢者数が大きいため

）

、効率化を
コストの方

必

向性 図るための人員増

要

を検討する。
　　　　

は

　　　　　↑　増加
成

あ

果の方向性
　　　　　

り

　　　　→　維持

2

ませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 543 地域包括支援センター運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

3か所の地域包括支援センターが機能している。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

介護保険法に基づき実施する事業であり対象を見直す必要はない。
事業進

様

展等による環境変化
□

式

ある
に伴い、対象を見

1

直す（拡
その理由

大・

-

縮小）必要はありませ

2

■ ない
んか？

介護保険

事

法に基づき事業実施す

務

るため、目的を見直す



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 544 生活支援体制整備事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 深谷　文雄
この事務事業の開始時期 平成27(2015)年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第115条の45第2項第5号

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

多様な主体による生活支援・介護予防サービスの提供 介護保険法の改正により同法第115条の45第2項第5号
体制を構築し、日常生活上支援が必要な高齢者が、住 の規定に基づき地域支援事業の包括的支援事業として
み慣れた地域で生きがいをもって在宅生活を継続して 、市町村の必須事業として位置付けられた。本市では
いくことができるようにするための事業が地域支援事 、平成28(2016)年度に第1層コーディネーターの配置
業の包括的支援事業に位置付けられた。これに伴い、 、協議体を設置し、平成

令

29(2017)年度

和

に第2層コーデ
生活支

 

援コーディネーターの

4

配置及び協議体の設置

年

を ィネーターを配置し

度

た。令和元(2019

（

)年度に第2層協
実施

3

し、支援ニーズとサー

年

ビスのコーディネート

度

、サ 議体が設置された

実

。
ービス提供事業主体

施

と連携し、支援体制の

分

充実・強化
を図る。
【

）

SDGsの取組：３】

事

第1層として、市域全

務

域の課題として、ごみ

事

出しに支援を要する人

業

への有償ボラン
R3年

目

度に実施した具体的な

的

ティアによる支援の仕

評

組みづくりとして「と

価

なりのみよしさん」を

表

開始した。第2
事業の

様

方法、手順、指標に対

式

す 層としては、3つの

1

協議体の運営を支援し

-

、各地域で互助による

1

仕組みづくりにつ
る成

記

果等 いて議論できるよ

入

うになった。

事務事業

日

を取り巻く状況は過去

令

と比べ変化しているか

和

(1)活動指標（事務

0

事業の活動量を表す指

4

標）

地域課題について

年

、多様な主体が集まり

1

協議を行っている 名称

2

単位
。 ① 生活支援コー

月

ディネーター数 人
変 

0

化
② 協議体開催数 回

内

8

 容

対象(この事業の

日

対象、範囲となる人、

１

物) (2)対象指標（

事

対象の大きさを表す指

務

標）

市民 名称 単位
① 市

事

民 人
② 高齢者人口 人

目

業

的(この事業によって

の

上記対象をどのような

現

状態にしたいのか) (

状

3)成果指標（目的の

　

達成度を示す指標）

多

Ｐ

様な主体による生活支

Ｌ

援・介護予防サービス

Ａ

の提供体制を構築 名称

Ｎ

単位
する。 ① 活動団体

及

数 団体
②

結果(上位基

び

本事業の意図) (4)

Ｄ

結果の成果指標（上位

Ｏ

基本事業の成果指標）

事

住み慣れた地域で生き

務

がいを持って在宅生活

事

を継続していく 名称 単

業

位
① 対象となる高齢者

名

人数 人
②

事務事業の各

N

種指標の実績と見込及

o

び目標

R2年度 R3年

.

度 R3年度 R4年度 R

5

5年度 R6年度 R7年

4

度
指標 ＼ 年度 単位

4

実績値 計画値 実績値 計

生

画値 目標値 目標値 目標

活

値
(1)の ① 人 4 4 4

支

5 5 5 5
活動指標 ② 回

援

28 37 36 49 49

体

49 49
(2)の ① 人

制

61,040 61,2

整

36 61,218 62

備

,100 62,360

事

62,620 62,8

業

80
対象指標 ② 人 11

政

,021 11,208

策

11,325 11,4

こ

55 11,650 11

の

,845 12,040

事

(3)の ① 団体 56 6

務

0 69 70 70 70 7

事

0
成果指標 ②

(4)の

業

結果の ① 人 11,02

施

1 11,208 11,

策

399 11,261 1

の

1,455 11,65

位

0 11,845
成果指

置

標 ②
予算費目 会計 06

基

 介護保険特別会計（

本

保険事業勘定） 款 04

事

項 03 目 01

コスト 年

業

度 R2年度 R3年度 R

主

3年度 R4年度 R5年

管

度 R6年度 R7年度
実

課

績値 計画値 実績値 計画

名

値 目標値 目標値 目標値

課

事業費(決算又は予算

長

額)Ａ 単位 23,00

名

3 24,405 23,

こ

070 32,845 2

の

8,885 29,68

事

1 30,501

財
源
内

務

訳

 国庫支出金 千円 8

事

,856 9,395 8

業

,881 12,645

の

11,120 11,4

開

27 11,742
 県

始

支出金 千円 4,428

時

4,697 4,440

期

6,322 5,560

事

5,714 5,871

務

 地方債 千円 0 0 0 0

区

0 0 0
 その他 千円 0

分

0 0 0 0 0 0
 一般財

法

源 千円 9,719 10

定

,313 9,749 1

受

3,878 12,20

託

5 12,540 12,

事

888
人件費Ｂ 千円 2

務

,968.6 2,96

自

8.6 2,999.6

治

3,278.6 3,2

事

78.6 3,278.

務

6 3,278.6
正職

こ

員従事時間×人数 時間

の

×人 266× 3 266

事

× 3 266× 3 291

務

× 3 291× 3 291

事

× 3 291× 3
正職員

業

以外の人件費 千円 0 0

の

31 31 31 31 31

根

その他の費用Ｃ 千円 3

拠

76 376 685 68

法

5 685 685 685

令

トータルコストA+B

事

+C 千円 26,347

業

.6 27,749.6

の

26,754.6 36

概

,808.6 32,8

要

48.6 33,644

現

.6 34,464.6

在

単位あたりコスト ① 千

の

円/人 0.4 0.5 0

状

.4 0.6 0.5 0.

況

5 0.5
（ﾄｰﾀﾙｺ

と

ｽﾄ/(2)の対象指

こ

標）② 千円/人 2.4

の

2.5 2.4 3.2 2

事

.8 2.8 2.9

1

務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

展等による環境変化 □

業

ある
い。

に伴い、目的

名

を見直す（目
その理由

N

的の追加・拡充又は絞

o

込）

必要はありません

.

か？ ■ ない

有
効
性

生活

5

支援コーディネーター

4

が今以上に地域ニーズ

4

を把握し、高齢者支援

生

の充実
今以上に事業の

活

成果を向上
・強化を図

支

る。
させる方法を記入

援

して下さ

い。 内　容
※

体

(3)の成果指標を向

制

上させる

　ことはでき

整

ますか？

事業開始から

備

順を追って取組を進め

事

ており、目的達成に向

業

けて動き出している
目

２

的達成状況 内　容 。

□

評

民間への一部委託 ■民

価

間への全部委託
市関与

　

の必要性 □指定管理 □

Ｃ

補助金・負担金助成 ■

Ｈ

市の直営
内　容

　（実

Ｅ

施手法） 第1層、第2

Ｃ

層生活支援コーディネ

Ｋ

ーターを委託している

目

。

効
率
性

介護保険法に

的

基づき実施する事業で

妥

あり統廃合することが

当

できない。
事務事業の

性

統廃合により、
 

事業

こ

の効率化を図り、成果

の

内　容
を向上させる方

事

法を記入し

て下さい。

業

事業費のほとんどが人

の

件費比率の高い委託で

必

あり、削減できない。

要

現状より事業費・人件

性

費を

削減する方法を記

は

入して下

さい。（仕様

薄

の変更、外部 内　容
委

れ

託、従事時間の削減等

て

は

できないか？)

公
平

得

性

適正である。
□ ある

ら

■ 現状で適正
受益者負

れ

担はありますか？

また

て

、受益者負担割合は適

い

■ ない □ 検討が必要 内

る

　容
正ですか？

□ 受益

い

者がいない

３
改
革
改
善

ま

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

みよ

せ

し市における通いの場

ん

の量的に 第1層、第2

か

層コーディネーターと

。

協
事業実施上の課題、

十

住 も質的にも拡充を図

分

ってほしい。 力して実

な

態の把握を行い、そこ

成

から
民・議会等からの

果

意見 意　見 対応策 必要

が

な支援の方法を検討す

理

る。
と対応策

生活支援

　

体制整備を図るため、

由

第1 継続して実施する

得

ため、前年度と同
R4

ら

年度の事業計画は前 変

れ

　更
層、第2層コーデ

て

ィネーターを委託 様・

い

同規模で実施。
年度か

ま

ら変更・追加は 前年度

す

・
した。

あるか 追　加

か

今後の事業・コスト・

？

成果の方向性 今後の事

得

業の方向性、改革・改

ら

善案
※今年度からの具

れ

体的な事業の進め方、

て

手段の見直し等、各方

い

向性の内容

　　　　　

な

　　　　□　拡大 市域

い

全域としては、ごみ出

事

し支援の有償ボランテ

業

ィア
　　　　　　　　

進

　□　改善 の取組を開

展

始した。通いの場につ

等

いては、実態把握を
　

に

　　　　　　　　■　

よ

現状維持 行い、必要な

る

支援策を検討する。日

環

常生活圏域である
　　

境

　　　　　　　□　縮

変

小 第2層圏域では、3

化

つの協議体が安定的に

あ

議論できるよ
　　　　

る

　　　　　□　統合 う

に

に支援を継続する。
　

伴

　　　　　　　　□　

い

完了 令和４(2022

、

)年度から就労的支援

対

コーディネーターを
　

象

　　　　　　　　□　

を

廃止・休止 くらしはた

見

らく相談センターに配

直

置し、高齢者の就労
コ

す

ストの方向性 支援を行

（

う。
　　　　　　　　

拡

　↓　減少
成果の方向

そ

性
　　　　　　　　　

の

→　維持

2

理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 544 生活支援体制整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

行政主体ではなく、様々な団体が動き出している。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

介護保険法に基づき実施する事業であり見直す必要はない。
事業進展等による環境変化

□

様

ある
に伴い、対象を見

式

直す（拡
その理由

大・

1

縮小）必要はありませ

-

■ ない
んか？

介護保険

2

法に基づき実施する事

事

業であるため、目的を

務

見直す必要はな
事業進



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 545 認知症総合支援事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 深谷　文雄
この事務事業の開始時期 平成27(2015)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第115条の45第2項第6号

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

平成26(2014)年6月に成立した医療介護総合確保推進 介護保険法第115条の45第2項第6号の規定に基づき地
法により、認知症施策の推進が地域支援事業の包括的 域支援事業の包括的支援事業として、市町村の必須事
支援事業に位置付けられた。これに伴い、①認知症ケ 業として位置付けられた。
アパスの作成・普及、②認知症初期集中支援チームの ①認知症ケアパスについては平成26(2014)年度に作成
設置、③認知症地域支援推進員の配置、④認知症カフ し、平成27(2015)年度以降にマップ等作

令

成して普及し
ェ事業等

和

を実施する。 ていく。

 

②認知症初期集中支援

4

チームについては平成

年

平成29(2017)

度

年度から、認知症家族

（

支援交流事業が家 28

3

(2016)年に設置

年

。③認知症地域支援推

度

進員について
族介護者

実

交流事業から移入。 は

施

平成26(2014)

分

年10月に配置。包括

）

支援センターの増
【S

事

DGsの取組：３】 設

務

に伴い増員配置。④認

事

知症カフェについては

業

平成26
(2014)

目

年7月に市内社会福祉

的

法人と協働で開設した

評

。
地域包括ケア推進会

価

議の作業部会として、

表

認知症地域支援推進員

様

が各種施策を議論
R3

式

年度に実施した具体的

1

な する場を設けており

-

、令和２(2020)

1

年度は、認知症初期集

記

中支援事業、認知症カ

入

フ
事業の方法、手順、

日

指標に対す ェ等の令和

令

５(2023)年度ま

和

で数値目標等を盛り込

0

んだ３か年計画を作成

4

し、これも
る成果等 基

年

づき計画的に事業実施

1

した。

事務事業を取り

2

巻く状況は過去と比べ

月

変化しているか (1)

0

活動指標（事務事業の

8

活動量を表す指標）

令

日

和元(2019)年6

１

月18日に国において

事

認知症施策推進大綱 名

務

称 単位
が決定され、各

事

種取組みの目標値が設

業

定される等、認知症 ①

の

初期集中支援チームが

現

支援した人数 人
変 化

状

施策のさらなる充実が

　

必要である。令和４(

Ｐ

2022)年３月28

Ｌ

② 認知症カフェの設置

Ａ

数 か所
内 容

日に地域

Ｎ

支援事業実施要綱が改

及

正され、新たに認知症

び

の人
と家族への一体的

Ｄ

支援事業が追加された

Ｏ

。

対象(この事業の対

事

象、範囲となる人、物

務

) (2)対象指標（対

事

象の大きさを表す指標

業

）

市民 名称 単位
① 市民

名

人
② 高齢者人口 人

目的

N

(この事業によって上

o

記対象をどのような状

.

態にしたいのか) (3

5

)成果指標（目的の達

4

成度を示す指標）

多職

5

種が協働して認知症の

認

人やその家族を支援し

知

、医療や介護に 名称 単

症

位
適切につなげる。認

総

知症カフェを開催し、

合

認知症の人やその家族

支

① 初期集中支援チーム

援

会議開催数 回
、地域の

事

人が参加できる。 ② 認

業

知症カフェ開催回数 回

政

結果(上位基本事業の

策

意図) (4)結果の成

こ

果指標（上位基本事業

の

の成果指標）

認知症の

事

人やその家族が安心し

務

て地域で生活できる。

事

名称 単位
① チーム支援

業

で医療・介護につなが

施

る人数 人
② 認知症カフ

策

ェ参加延人数 人

事務事

の

業の各種指標の実績と

位

見込及び目標

R2年度

置

R3年度 R3年度 R4

基

年度 R5年度 R6年度

本

R7年度
指標 ＼ 年

事

度 単位
実績値 計画値 実

業

績値 計画値 目標値 目標

主

値 目標値
(1)の ① 人

管

5 12 3 12 12 12

課

12
活動指標 ② か所 5

名

5 5 5 8 8 8
(2)の

課

① 人 61,040 61

長

,236 61,218

名

62,100 62,3

こ

60 62,620 62

の

,880
対象指標 ② 人

事

11,021 11,2

務

08 11,325 11

事

,455 11,650

業

11,845 12,0

の

40
(3)の ① 回 12

開

12 11 12 12 12

始

12
成果指標 ② 回 32

時

72 54 72 96 96

期

96
(4)の結果の ①

事

人 5 12 3 12 12 1

務

2 12
成果指標 ② 人 1

区

54 200 177 20

分

0 600 600 600

法

予算費目 会計 06 介

定

護保険特別会計（保険

受

事業勘定） 款 04 項 0

託

3 目 01

コスト 年度 R

事

2年度 R3年度 R3年

務

度 R4年度 R5年度 R

自

6年度 R7年度
実績値

治

計画値 実績値 計画値 目

事

標値 目標値 目標値
事業

務

費(決算又は予算額)

こ

Ａ 単位 7,604 9,

の

466 8,236 12

事

,832 12,954

務

13,272 13,6

事

00

財
源
内
訳

 国庫支

業

出金 千円 2,902 3

の

,633 3,169 4

根

,928 4,975 5

拠

,097 5,223
 

法

県支出金 千円 1,45

令

1 1,816 1,58

事

5 2,464 2,48

業

7 2,548 2,61

の

1
 地方債 千円 0 0 0

概

0 0 0 0
 その他 千円

要

0 28 55 30 30 3

現

0 30
 一般財源 千円

在

3,251 3,989

の

3,427 5,410

状

5,462 5,597

況

5,736
人件費Ｂ 千

と

円 2,232 2,23

こ

2 2,282 2,28

の

2 2,282 2,28

事

2 2,282
正職員従

務

事時間×人数 時間×人

事

300× 2 300× 2

業

300× 2 300× 2

を

300× 2 300× 2

行

300× 2
正職員以外

う

の人件費 千円 0 0 50

根

50 50 50 50
その

拠

他の費用Ｃ 千円 186

ま

186 623 623 6

た

23 623 623
トー

は

タルコストA+B+C

理

千円 10,022 11

由

,884 11,141

R

15,737 15,8

3

59 16,177 16

年

,505
単位あたりコ

度

スト ① 千円/人 0.2

に

0.2 0.2 0.3 0

実

.3 0.3 0.3
（ﾄ

施

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

し

の対象指標）② 千円/

た

人 0.9 1.1 1 1.

具

4 1.4 1.4 1.4

体

1

的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

か？

認知症施策推進大

業

綱に照らして見直しを

名

検討する必要はあるが

N

、現状
事業進展等によ

o

る環境変化 □ ある
では

.

既存事業を適正に実施

5

する計画であるため目

4

的を見直す必要はな
に

5

伴い、目的を見直す（

認

目
その理由 い。

的の追

知

加・拡充又は絞込）

必

症

要はありませんか？ ■

総

ない

有
効
性

生活支援体

合

制整備事業により進め

支

ている通いの場の普及

援

と連動し、認知症カフ

事

今以上に事業の成果を

業

向上
ェの設置数を増や

２

すとともに、認知症カ

評

フェを今以上に周知す

価

ることにより、
させる

　

方法を記入して下さ
た

Ｃ

くさんの認知症の人や

Ｈ

その家族が参加できる

Ｅ

。
い。 内　容

 
※(3

Ｃ

)の成果指標を向上さ

Ｋ

せる

　ことはできます

目

か？

コロナ禍により人

的

を集める事業は前年比

妥

で数値上は減少してい

当

る。コロナ禍で
目的達

性

成状況 内　容 の事業継

こ

続は順調に行えた。

■

の

民間への一部委託 □民

事

間への全部委託
市関与

業

の必要性 □指定管理 □

の

補助金・負担金助成 ■

必

市の直営
内　容

　（実

要

施手法） 認知症地域支

性

援推進員業務委託

効
率

は

性

介護保険法に基づき

薄

実施する事業であり統

れ

廃合することができな

て

い。
事務事業の統廃合

得

により、

事業の効率化

ら

を図り、成果
内　容

を

れ

向上させる方法を記入

て

し

て下さい。

認知症施

い

策推進大綱によりさら

る

なる充実が求められて

い

いる状況から削減はで

ま

き
現状より事業費・人

せ

件費を
ない。

削減する

ん

方法を記入して下

さい

か

。（仕様の変更、外部

。

内　容
委託、従事時間

十

の削減等は

できないか

分

？)

公
平
性

適正である

な

。
□ ある ■ 現状で適正

成

受益者負担はあります

果

か？

また、受益者負担

が

割合は適 ■ ない □ 検討

理

が必要 内　容
正ですか

　

？
□ 受益者がいない

３

由

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

得

Ｏ
Ｎ

高齢化に伴い、認

ら

知症高齢者は今後 既存

れ

の事業を引き続き継続

て

するとと
事業実施上の

い

課題、住 増加すること

ま

が見込まれる。 もに、

す

内容の見直し、増設を

か

検討し
民・議会等から

？

の意見 意　見 対応策 て

得

いく。
と対応策

認知症

ら

初期集中支援チーム継

れ

続。認 継続して実施す

て

るため、前年度と同
R

い

4年度の事業計画は前

な

変　更
知症地域支援推

い

進員を配置継続。 様・

事

同規模で実施。
年度か

業

ら変更・追加は 前年度

進

・
認知症カフェ継続。

展

あるか 追　加

今後の事

等

業・コスト・成果の方

に

向性 今後の事業の方向

よ

性、改革・改善案
※今

る

年度からの具体的な事

環

業の進め方、手段の見

境

直し等、各方向性の内

変

容

　　　　　　　　　

化

□　拡大 既設の事業で

あ

ある、認知症ケアパス

る

、認知症初期集中
　　

に

　　　　　　　□　改

伴

善 支援チーム、認知症

い

地域支援推進員、認知

、

症カフェに
　　　　　

対

　　　　■　現状維持

象

ついては、引き続き事

を

業継続するとともに、

見

内容の見
　　　　　　

直

　　　□　縮小 直し、

す

増設等を検討していく

（

。
　　　　　　　　　

拡

□　統合  
　　　　　

そ

　　　　□　完了
　　

の

　　　　　　　□　廃

理

止・休止
コストの方向

由

性
　　　　　　　　　

大

→　維持
成果の方向性

・

　　　　　　　　　→

縮

　維持

2

小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 545 認知症総合支援事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

認知症施策を総合的に実施できている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

認知症施策推進大綱に基づき実施するため、必要に応じて対象者を見
事業進展等による環境変化

□ ある 直

様

すが、現状では既存事

式

業を適正に実施する計

1

画であるため対象を見

-

に伴い、対象を見直す

2

（拡
その理由 直す必要

事

はない。
大・縮小）必

務

要はありませ
■ ない

ん



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 546 在宅医療・介護連携推進事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 深谷　文雄
この事務事業の開始時期 平成28(2016)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第115条の45第2項第4号

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

医療と介護の両方を必要とする状態の人が、住みなれ 介護保険法第115条の45第2項第4号の規定に基づく地
た地域で自分らしい暮らしを送り続けることできるよ 域支援事業の包括的支援事業に位置づけられた。
うに、市が中心となって地区医師会と連携する仕組み
を構築する。
【ＳＤＧｓの取組：３】

地域の医療・介護資源の把握、在宅医療・介護連携に関する相談支援、地域住民へ
R3年度に実施した具体的な の普及啓発、在宅医療・介護連携の課題の抽出と対策の検討、医療・介護関係者の
事業の方

令

法、手順、指標に対す

和

情報共有、医療・介護

 

関係者の研修、在宅医

4

療・介護連携に関する

年

関係市町との連
る成果

度

等 携を行った。

事務事

（

業を取り巻く状況は過

3

去と比べ変化している

年

か (1)活動指標（事

度

務事業の活動量を表す

実

指標）

地域包括ケア体

施

制構築を強化するにあ

分

たり、さらなる医療 名

）

称 単位
と介護の連携が

事

必要になっている。 ①

務

厚生労働省が示す取組

事

項目
変 化

②
内 容

対

業

象(この事業の対象、

目

範囲となる人、物) (

的

2)対象指標（対象の

評

大きさを表す指標）

市

価

民 名称 単位
① 高齢者人

表

口 人
② 要介護認定者数

様

人

目的(この事業によ

式

って上記対象をどのよ

1

うな状態にしたいのか

-

) (3)成果指標（目

1

的の達成度を示す指標

記

）

医療と介護の連携に

入

より、安心して住み慣

日

れた地域で生活しても

令

名称 単位
らう ① 介護保

和

険サービス（在宅）利

0

用者 人
②

結果(上位基

4

本事業の意図) (4)

年

結果の成果指標（上位

1

基本事業の成果指標）

2

地域包括ケア体制を整

月

備する 名称 単位
① 厚生

0

労働省が示す取組の実

8

施数 項目
②

事務事業の

日

各種指標の実績と見込

１

及び目標

R2年度 R3

事

年度 R3年度 R4年度

務

R5年度 R6年度 R7

事

年度
指標 ＼ 年度 単

業

位
実績値 計画値 実績値

の

計画値 目標値 目標値 目

現

標値
(1)の ① 項目 8

状

8 8 8 8 8 8
活動指標

　

②
(2)の ① 人 11,

Ｐ

208 11,387 1

Ｌ

1,325 11,45

Ａ

5 11,650 11,

Ｎ

845 12,040
対

及

象指標 ② 人 1,475

び

1,602 1,550

Ｄ

1,649 1,765

Ｏ

1,886 2,017

事

(3)の ① 人 934 9

務

97 995 1,035

事

1,105 1,181

業

1,260
成果指標 ②

名

(4)の結果の ① 項目

N

8 8 8 8 8 8 8
成果指

o

標 ②
予算費目 会計 06

.

 介護保険特別会計（

5

保険事業勘定） 款 04

4

項 03 目 01

コスト 年

6

度 R2年度 R3年度 R

在

3年度 R4年度 R5年

宅

度 R6年度 R7年度
実

医

績値 計画値 実績値 計画

療

値 目標値 目標値 目標値

・

事業費(決算又は予算

介

額)Ａ 単位 10,40

護

5 11,749 10,

連

502 15,018 1

携

4,757 15,42

推

5 15,403

財
源
内

進

訳

 国庫支出金 千円 4

事

,005 4,523 4

業

,043 5,781 5

政

,680 5,936 5

策

,929
 県支出金 千

こ

円 2,002 2,26

の

1 2,021 2,89

事

0 2,839 2,96

務

7 2,963
 地方債

事

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

業

その他 千円 0 0 0 0 0

施

0 0
 一般財源 千円 4

策

,398 4,965 4

の

,438 6,347 6

位

,238 6,522 6

置

,511
人件費Ｂ 千円

基

2,410.6 2,4

本

10.6 1,913.

事

7 1,913.7 1,

業

913.7 1,913

主

.7 1,913.7
正

管

職員従事時間×人数 時

課

間×人 216× 3 21

名

6× 3 167× 3 16

課

7× 3 167× 3 16

長

7× 3 167× 3
正職

名

員以外の人件費 千円 0

こ

0 50 50 50 50 5

の

0
その他の費用Ｃ 千円

事

186 186 249 2

務

49 249 249 24

事

9
トータルコストA+

業

B+C 千円 13,00

の

1.6 14,345.

開

6 12,664.7 1

始

7,180.7 16,

時

919.7 17,58

期

7.7 17,565.

事

7
単位あたりコスト ①

務

千円/人 1.2 1.3

区

1.1 1.5 1.5 1

分

.5 1.5
（ﾄｰﾀﾙ

法

ｺｽﾄ/(2)の対象

定

指標）② 千円/人 8.

受

8 9 8.2 10.4 9

託

.6 9.3 8.7

1

事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

基づいているため見直

業

す必要はない。
事業進

名

展等による環境変化 □

N

ある
に伴い、目的を見

o

直す（目
その理由

的の

.

追加・拡充又は絞込）

5

必要はありませんか？

4

■ ない

有
効
性

在宅医療

6

・介護連携対応施策検

在

討作業部会にて、議論

宅

を重ね地域に合った支

医

援
今以上に事業の成果

療

を向上
体制を構築する

・

。
させる方法を記入し

介

て下さ
市民に向けて、

護

医療と介護の連携につ

連

いて周知・啓発を図る

携

。
い。 内　容
※(3)

推

の成果指標を向上させ

進

る

　ことはできますか

事

？

関係機関と連携し、

業

地域課題の抽出及び対

２

策を検討している。
目

評

的達成状況 内　容

□民

価

間への一部委託 ■民間

　

への全部委託
市関与の

Ｃ

必要性 □指定管理 □補

Ｈ

助金・負担金助成 □市

Ｅ

の直営
内　容

　（実施

Ｃ

手法） 在宅医療サポー

Ｋ

トセンター事業委託、

目

在宅医療介護連携推進

的

員業務委託

効
率
性

統廃

妥

合することはできない

当

。
事務事業の統廃合に

性

より、

事業の効率化を

こ

図り、成果
内　容

を向

の

上させる方法を記入し

事

て下さい。

削減できな

業

い。
現状より事業費・

の

人件費を

削減する方法

必

を記入して下

さい。（

要

仕様の変更、外部 内　

性

容
委託、従事時間の削

は

減等は

できないか？)

薄

公
平
性

適正である。
□

れ

ある ■ 現状で適正
受益

て

者負担はありますか？

得

また、受益者負担割合

ら

は適 ■ ない □ 検討が必

れ

要 内　容
正ですか？

□

て

受益者がいない

３
改
革

い

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

る

在宅医療・介護につい

い

て、市民への 市民への

ま

周知・啓発を行う。
事

せ

業実施上の課題、住 周

ん

知が不十分。
民・議会

か

等からの意見 意　見 対

。

応策
と対応策

医師会と

十

協力して厚生労働省が

分

示し 継続して実施する

な

ため、前年度と同
R4

成

年度の事業計画は前 変

果

　更
た項目を実施する

が

。 様・同規模で実施。

理

年度から変更・追加は

　

前年度 ・
あるか 追　加

由

今後の事業・コスト・

得

成果の方向性 今後の事

ら

業の方向性、改革・改

れ

善案
※今年度からの具

て

体的な事業の進め方、

い

手段の見直し等、各方

ま

向性の内容

　　　　　

す

　　　　□　拡大 国か

か

ら示されている8つの

？

項目を引き続き実施で

得

きる
　　　　　　　　

ら

　□　改善 ように進め

れ

ていく。
　　　　　　

て

　　　■　現状維持 平

い

成30(2018)年

な

度から豊田加茂医師会

い

に委託している
　　　

事

　　　　　　□　縮小

業

、在宅医療サポートセ

進

ンター事業についても

展

、引き続
　　　　　　

等

　　　□　統合 き継続

に

する。
　　　　　　　

よ

　　□　完了
　　　　

る

　　　　　□　廃止・

環

休止
コストの方向性
　

境

　　　　　　　　→　

変

維持
成果の方向性
　　

化

　　　　　　　→　維

あ

持

2

る
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 546 在宅医療・介護連携推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

本事業を通じて、関係機関と連携することで医療と介護の調
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

整が円滑になっている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

医療と介護を必要とする者は市民であるた

様

め見直す必要はない。

式

事業進展等による環境

1

変化
□ ある

に伴い、対

-

象を見直す（拡
その理

2

由
大・縮小）必要はあ

事

りませ
■ ない

んか？

地

務

域支援事業実施要綱に



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 547 地域ケア会議推進事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 深谷　文雄
この事務事業の開始時期 平成28(2016)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第115条の48

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

地域包括支援センター等が中心となり、高齢者が住み 平成27(2015)年4月1日の介護保険法改正により、介護
慣れた自宅や地域で生活を継続できるように専門職や 保険法第115条の48に規定され、平成27(2015)年度以
関係機関・地域支援者が連携し高齢者を支援するため 降すべての市町村での設置が明記された。
の会議である。また、地域課題の抽出、資源づくり、
政策形成の機能を有する会議も設置し、地域包括ケア
システム構築を進めるために必要な合意形成の場とし
て開催する。
【ＳＤＧｓの取組：３】

①地

令

域包括ケア推進会議を

和

開催した。
R3年度に

 

実施した具体的な ②地

4

域包括ネット連絡会議

年

（地域包括支援センタ

度

ー定例会、自立支援型

（

さあさえ愛
事業の方法

3

、手順、指標に対す 会

年

議）を開催した。
る成

度

果等 ③みよしささえ愛

実

会議を開催した。

事務

施

事業を取り巻く状況は

分

過去と比べ変化してい

）

るか (1)活動指標（

事

事務事業の活動量を表

務

す指標）

変化なし 名称

事

単位
① 地域包括ケア推

業

進会議 回
変 化

② 地域

目

包括ネット連絡会議 回

的

内 容

対象(この事業

評

の対象、範囲となる人

価

、物) (2)対象指標

表

（対象の大きさを表す

様

指標）

市民 名称 単位
①

式

市民 人
② 高齢者人口 人

1

目的(この事業によっ

-

て上記対象をどのよう

1

な状態にしたいのか)

記

(3)成果指標（目的

入

の達成度を示す指標）

日

専門職や関係機関、地

令

域支援者が連携し、住

和

み慣れた自宅や地域 名

0

称 単位
で生活を継続で

4

きるよう支援を行う。

年

① ささえ愛会議実人数

1

件
②

結果(上位基本事

2

業の意図) (4)結果

月

の成果指標（上位基本

0

事業の成果指標）

多職

8

種メンバーによる地域

日

包括ケア推進会議を開

１

催する。 名称 単位
① 地

事

域包括ケア推進会議延

務

べ出席者 人
② ささえ愛

事

会議延べ開催数 回

事務

業

事業の各種指標の実績

の

と見込及び目標

R2年

現

度 R3年度 R3年度 R

状

4年度 R5年度 R6年

　

度 R7年度
指標 ＼ 

Ｐ

年度 単位
実績値 計画値

Ｌ

実績値 計画値 目標値 目

Ａ

標値 目標値
(1)の ①

Ｎ

回 3 4 4 4 4 4 4
活動

及

指標 ② 回 10 12 14

び

12 12 14 14
(2

Ｄ

)の ① 人 61,236

Ｏ

62,100 61,2

事

18 62,100 62

務

,360 62,620

事

62,880
対象指標

業

② 人 11,208 11

名

,387 11,325

N

11,455 11,6

o

50 11,845 12

.

,040
(3)の ① 件

5

19 12 22 25 30

4

30 30
成果指標 ②

(

7

4)の結果の ① 人 63

地

100 58 100 10

域

0 100 77
成果指標

ケ

② 回 30 12 33 25

ア

30 30 30
予算費目

会

会計 06 介護保険特

議

別会計（保険事業勘定

推

） 款 04 項 03 目 01

進

コスト 年度 R2年度 R

事

3年度 R3年度 R4年

業

度 R5年度 R6年度 R

政

7年度
実績値 計画値 実

策

績値 計画値 目標値 目標

こ

値 目標値
事業費(決算

の

又は予算額)Ａ 単位 1

事

86 325 228 32

務

1 321 321 321

事

財
源
内
訳

 国庫支出金

業

千円 71 125 88 1

施

23 123 123 12

策

3
 県支出金 千円 35

の

62 44 61 61 61

位

61
 地方債 千円 0 0

置

0 0 0 0 0
 その他 千

基

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

本

般財源 千円 80 138

事

96 137 137 13

業

7 137
人件費Ｂ 千円

主

1,860 1,860

管

1,860 1,860

課

1,860 1,860

名

1,860
正職員従事

課

時間×人数 時間×人 1

長

25× 4 125× 4 1

名

25× 4 125× 4 1

こ

25× 4 125× 4 1

の

25× 4
正職員以外の

事

人件費 千円 0 0 0 0 0

務

0 0
その他の費用Ｃ 千

事

円 186 186 208

業

208 208 208 2

の

08
トータルコストA

開

+B+C 千円 2,23

始

2 2,371 2,29

時

6 2,389 2,38

期

9 2,389 2,38

事

9
単位あたりコスト ①

務

千円/人 0 0 0 0 0 0

区

0
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

分

(2)の対象指標）②

法

千円/人 0.2 0.2

定

0.2 0.2 0.2 0

受

.2 0.2

1

託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

の理由
大・縮小）必要

業

はありませ
■ ない

んか

名

？

介護保険法に基づい

N

ているため見直す必要

o

はない。
事業進展等に

.

よる環境変化 □ ある
に

5

伴い、目的を見直す（

4

目
その理由

的の追加・

7

拡充又は絞込）

必要は

地

ありませんか？ ■ ない

域

有
効
性

地域包括ケアシ

ケ

ステム構築のため各種

ア

会議体の開催数、関与

会

する職種等の増加
今以

議

上に事業の成果を向上

推

を図るための周知を行

進

う。課題抽出機能を強

事

化するため、地域包括

業

ネット連絡
させる方法

２

を記入して下さ
会議に

評

ついては、先進事例を

価

研究し改革する。
い。

　

内　容
※(3)の成果

Ｃ

指標を向上させる

　こ

Ｈ

とはできますか？

新型

Ｅ

コロナウイルス感染症

Ｃ

により、地域包括ケア

Ｋ

推進会議を中止したこ

目

とに伴
目的達成状況 内

的

　容 い、参加者の減少

妥

はあったものの、個別

当

事例を検討するみよし

性

ささえ愛会議の
開催数

こ

は増加が認められてい

の

ることから目的は達成

事

できている。
□民間へ

業

の一部委託 □民間への

の

全部委託
市関与の必要

必

性 □指定管理 □補助金

要

・負担金助成 ■市の直

性

営
内　容

　（実施手法

は

） 地域包括ケア推進会

薄

議を開催

効
率
性

統廃合

れ

することができない。

て

事務事業の統廃合によ

得

り、

事業の効率化を図

ら

り、成果
内　容

を向上

れ

させる方法を記入し

て

て

下さい。

削減できない

い

。
現状より事業費・人

る

件費を

削減する方法を

い

記入して下

さい。（仕

ま

様の変更、外部 内　容

せ

委託、従事時間の削減

ん

等は

できないか？)

公

か

平
性

適正である。
□ あ

。

る ■ 現状で適正
受益者

十

負担はありますか？

ま

分

た、受益者負担割合は

な

適 ■ ない □ 検討が必要

成

内　容
正ですか？

□ 受

果

益者がいない

３
改
革
改

が

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

個

理

別ケースの検討のため

　

には、地域 周知啓発を

由

行う。
事業実施上の課

得

題、住 住民を含む関係

ら

者の参加が必要であ
民

れ

・議会等からの意見 意

て

　見 り、周知を図りな

い

がら多く人に参加 対応

ま

策
と対応策 を促す必要

す

がある。

地域包括ケア

か

推進会議、地域包括ネ

？

継続して実施するため

得

、前年度と同
R4年度

ら

の事業計画は前 変　更

れ

ット連絡会議、みよし

て

ささえ愛会議 様・同規

い

模で実施。
年度から変

な

更・追加は 前年度 ・
を

い

開催した。
あるか 追　

事

加
 

今後の事業・コス

業

ト・成果の方向性 今後

進

の事業の方向性、改革

展

・改善案
※今年度から

等

の具体的な事業の進め

に

方、手段の見直し等、

よ

各方向性の内容

　　　

る

　　　　　　□　拡大

環

介護保険法の改正によ

境

り、認知症施策や医療

変

介護連携
　　　　　　

化

　　　□　改善 事業な

あ

どが市の必須事業とな

る

り、これらに必要な会

に

議
　　　　　　　　　

伴

■　現状維持 を「地域

い

ケア会議」として一括

、

でできる仕組みを構築

対

　　　　　　　　　□

象

　縮小 するため、地域

を

包括ケア推進会議を設

見

置した。
　　　　　　

直

　　　□　統合 新型コ

す

ロナウイルス感染症予

（

防に留意し、地域包括

拡

ケ
　　　　　　　　　

そ

□　完了 ア推進会議を

の

オンライン開催してい

理

く。
　　　　　　　　

由

　□　廃止・休止
コス

大

トの方向性
　　　　　

・

　　　　→　維持
成果

縮

の方向性
　　　　　　

小

　　　→　維持

2

）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 547 地域ケア会議推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

地域ケア会議は、地域包括ケアシステム構築の礎であり、構
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

築初期においては、開催数、関与する職種等が増加すること
いませんか。十分な成果が 理　由

が望ましい。
得られていますか？ □ 得られていない

市民が

様

住み慣れた地域で生活

式

することができるため

1

の検討を行う事業
事業

-

進展等による環境変化

2

□ ある であり、見直し

事

の必要はない。
に伴い

務

、対象を見直す（拡
そ



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 548 高齢者虐待予防事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 深谷　文雄
この事務事業の開始時期 平成18(2006)年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 高齢者虐待の防止・高齢者の養護者に対する支援等に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

高齢者の虐待による被害の予防と、市民への啓発活動 市民への啓発活動を実施し虐待予防を図るとともに、
を実施する。 地域の関係機関とのネットワークの中で虐待防止を進
【ＳＤＧｓの取組：３】 めている。みよし市高齢者虐待防止対策協議会を設置

し、高齢者の虐待に関する対策について検討していた
。H25(2013)年度から障がい者の虐待防止対策協議会
と統合し「みよし市要保護者対策地域協議会」を新た
に設置し、高齢者及び障がい者の虐待に関する対策に
ついて検討していく。

高齢者

令

虐待防止のために、必

和

要な相談、関係機関と

 

の調整、措置のために

4

必要な居
R3年度に実

年

施した具体的な 住の確

度

保等支援を行った。ま

（

た、関係機関との連携

3

のため要保護者対策地

年

域協議会
事業の方法、

度

手順、指標に対す を開

実

催した。
る成果等

事務

施

事業を取り巻く状況は

分

過去と比べ変化してい

）

るか (1)活動指標（

事

事務事業の活動量を表

務

す指標）

変化なし 名称

事

単位
① 高齢者虐待の件

業

数 件
変 化

②
内 容

対

目

象(この事業の対象、

的

範囲となる人、物) (

評

2)対象指標（対象の

価

大きさを表す指標）

6

表

5歳以上の市民 名称 単

様

位
① 65歳以上の人口

式

人
②

目的(この事業に

1

よって上記対象をどの

-

ような状態にしたいの

1

か) (3)成果指標（

記

目的の達成度を示す指

入

標）

高齢者虐待を予防

日

する 名称 単位
① 虐待（

令

疑い含む）相談件数 件

和

②

結果(上位基本事業

0

の意図) (4)結果の

4

成果指標（上位基本事

年

業の成果指標）

安心し

1

て住み慣れた地域で生

2

活してもらう 名称 単位

月

① サービスを利用した

0

高齢者人数 人
②

事務事

8

業の各種指標の実績と

日

見込及び目標

R2年度

１

R3年度 R3年度 R4

事

年度 R5年度 R6年度

務

R7年度
指標 ＼ 年

事

度 単位
実績値 計画値 実

業

績値 計画値 目標値 目標

の

値 目標値
(1)の ① 件

現

15 10 15 10 10

状

10 10
活動指標 ②
(

　

2)の ① 人 11,20

Ｐ

8 11,387 11,

Ｌ

325 11,455 1

Ａ

1,650 11,84

Ｎ

5 12,040
対象指

及

標 ②
(3)の ① 件 18

び

15 25 15 15 15

Ｄ

15
成果指標 ②

(4)

Ｏ

の結果の ① 人 15 10

事

15 10 10 10 10

務

成果指標 ②
予算費目 会

事

計 06 介護保険特別

業

会計（保険事業勘定）

名

款 04 項 03 目 01

コ

N

スト 年度 R2年度 R3

o

年度 R3年度 R4年度

.

R5年度 R6年度 R7

5

年度
実績値 計画値 実績

4

値 計画値 目標値 目標値

8

目標値
事業費(決算又

高

は予算額)Ａ 単位 2 1

齢

04 1 131 131 1

者

31 131

財
源
内
訳

 

虐

国庫支出金 千円 0 40

待

1 50 50 50 50
 

予

県支出金 千円 0 20 0

防

25 25 25 25
 地

事

方債 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
 その他 千円 0 0 0

政

0 0 0 0
 一般財源 千

策

円 2 44 0 56 56 5

こ

6 56
人件費Ｂ 千円 2

の

,976 2,976 2

事

,976 3,154.

務

6 3,154.6 3,

事

154.6 3,154

業

.6
正職員従事時間×

施

人数 時間×人 200×

策

4 200× 4 200×

の

4 212× 4 212×

位

4 212× 4 212×

置

4
正職員以外の人件費

基

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

本

の他の費用Ｃ 千円 18

事

6 186 623 623

業

623 623 623
ト

主

ータルコストA+B+

管

C 千円 3,164 3,

課

266 3,600 3,

名

908.6 3,908

課

.6 3,908.6 3

長

,908.6
単位あた

名

りコスト ① 千円/人 0

こ

.3 0.3 0.3 0.

の

3 0.3 0.3 0.3
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事
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1

業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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様式1-2

事務事業名 No. 548 高齢者虐待予防事業
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